
 

 

 

第 部 パネルディスカッション

「出口調査、世論調査、まだ大丈夫だったか？」

（１）当日出口調査の精度検証

事例報告：山下 洋史（中日新聞社）

（２）電話世論調査の精度検証

論点提示＋討論者：菅原 琢（政治学者）

討論者： 堀江 浩（朝日新聞社）

大隈 慎吾（毎日新聞社）

福田 昌史（読売新聞社）

鈴木 督久（日経リサーチ）

総合司会：松本 正生（埼玉大学社会調査研究センター）
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○松本（総合司会） それ

では、第 部に移りたいと

思います。パネルディスカ

ッションは、話題を つに

分けて議論したいと思いま

す。参議院選挙が終わった

後ということもあるので、

先ずは出口調査、それから

情勢調査を含めた世論調査

ということで つに分けた

いと思います。

最初の出口調査に関しては、これだけ期日前の

割合が増えている中で、当日の出口調査で当落判

定をするという、このことの問題、課題というこ

とに関して、中日新聞社の山下洋史さんからデー

タに基づいてご報告をいただいて、こちらのメン

バーで議論をするという形にしたいと思います。

次の、主に の世論調査に関しては、隣にい

らっしゃる菅原琢さんから問題提示という形でお

話をいただいて、それを受けて 人の方に討論、

議論をしていただくという方式にしたいと思いま

す。

あらかじめメンバーを紹介しますと、私の横に

座っていらっしゃるのが、世論調査にかかわって

いる方であれば改めて紹介することはないと思い

ますけれども、菅原琢さんです。よろしくお願い

します。

それから、あちらに座っていらっしゃる方、順

番にいきますと、私から近い順に、朝日新聞社の

編集委員でいらっしゃる堀江浩さんです。

次が、毎日新聞社の世論調査室次長の大隈慎吾

さんです。

次が、読売新聞社の世論調査部の福田昌史さん

です。

そして、日経リサーチの取締役常務執行役員で

いらっしゃる鈴木督久さんです。

よろしくお願いします。

（ ）当日出口調査の精度検証

○松本（総合司会） まずは前半の出口調査に関

してのご報告を中日新聞社の山下洋史さんによろ

しくお願いします。ご報告及び問題提示に関して

は 分以内くらいでお願いしたいと思います。

○山下 よろしくお願いいたします。「投票増に

伴う期日前調査の今後の展望」と題しまして、私、

中日新聞の選挙調査室の山下洋史が講演させてい

ただきます。この研究自体は福井コンピュータの

大栗先生との共同研究となりますので、よろしく

お願いいたします。

選挙調査室という耳なれない単語が出てきます

ので、先に部署の説明だけいたしますと、例える

ならば、新聞社、他社さんでいうところの選挙事

務局と世論調査部を足したような部署になります。

経歴の入力とか得票の入力を管理する選挙システ

ムの管理とか、記者や政治部とのパイプ役といっ

た事務局の仕事に加えまし

て、 年の衆院選から

は世論調査とか出口調査の

管理も担当するようになり

ました。私自身は記者を

年ほどやっておりますが、

整理部の経験が長くて、

年からこの選挙の業

務に携わっております。

では、発表にまいります。

〔パワーポイント映写 以下、画面ごとにＰ）と

表記〕

Ｐ） 発表の構成です。まず 番目は、目的意識、

背景です。期日前投票が増えているという現象に

ついて説明いたします。そして、今回の調査の目

的について 番目で説明させていただきまして、

当日調査の精度がどれほどのものか分析するとい

うのが 番目。 つ目が、期日前調査の精度を分

析する。 番目が、そのデータを用いた考察。

番目が、期日前投票者というのはどういう特徴が

あるか属性を調べるというもので、 番目にまと

めの結論を述べさせていただきます。

Ｐ： 頁表１参照） まず背景です。「存在感増

す期日前投票」と題しました。

期日前投票は年々増加しているというのは各種

ニュースでも報じられていますが、抄録にもあり

ますように、 年の参院選で 万人という数

だったのに対して、 年の衆院選では約 倍、 ，

万人に膨れ上がっております。 年の衆院

選のときは台風という特殊な現象があって一番多

かったのですけれども、今回の 年でもそれ

なりに数は多くて、相変わらず期日前の投票者は

右肩上がりということは言えるかなと思います。

その理由と題しましては、ライフスタイルの変

化とか、投票可能な商業施設が増えたということ

で、身近に感じられるようになって数が伸びてい

山下 洋史 氏

松本 正生

ディスカッション
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Ｐ： ～ 頁参照） 当日投票の精度を調べる

データとして、もう つ、相関係数を用いたデー

タがあります。相関係数、出口の支持率と得票率

の相関関係を調べたものを衆院の 回で比べまし

た。 年から 年にかけて、当日調査について

は ． をキープできています。これは最大値が

ですので、限りなく に近いデータということ

が言えます。期日前は、それに一歩劣る ． 台

という形になっているということです。どちらも

高いのですけれども、当日のほうがより精度が高

いだろうということが言えるかなと。つまり、期

日前が増加した現在においても、当日調査の精度

は高いものを保てているということが言えるかな

と思います。

Ｐ： ～ 頁参照） では、加えて、期日前調

査の精度についての分析にまいります。

結論から先に申しますと、当日調査が高い一方

で、期日前調査の精度は高くない、どちらかとい

うと低いということが言えるかなということです。

どういうことかというのを精度分布表で比較検証

していきます。

Ｐ） 衆院のデータ、 年と 年で比べました。

上が期日前調査で、下が当日の調査です。見ても

らえばわかりますように、期日前調査というのが

非常に幅広に荒れたデータになっているのに対し

て、下のほうが落ち着いたデータということにな

ります。 年も 年も同じような形で、荒れた

データが当日だと落ち着くという形になっていま

す。

Ｐ） 続いて参院にいきます。参院も同じことで

す。期日前のほうが荒れたデータで、当日のほう

が落ち着いたデータという形になります。

ということで、精度としては、当日と比べると

期日前の精度は余り高くないということが言える

かなと思います。

Ｐ） 精度が高くない、低い理由はなぜなのかと

いう理由は、大きく分けて つあります。運用が

難しいというのと、データが偏ってしまうからと

いうことです。

運用が難しいというのは、一番初めに申しまし

たように、市役所だと一般来庁者と区別がつきづ

らいとか、ショッピングセンターだとそもそも取

材を制限されてしまうといった運用の難しさがあ

ります。

データが頼るのは例えばどんな要因があるのか

というのを つほど挙げました。 つは、調査日

が限定的になるということです。参院だと 日

間期日前投票の期間はあるわけですけれども、そ

の中で多そうな日にちをつまみ食い的に選ぶとい

う形になります。例えば開票前の前週末とか、直

前の木・金・土という形で曜日が限定的になって

しまうということ。場所についても、幾つかある

候補の中から、当日の調査だと無作為抽出を心が

けて選べるわけですけれども、期日前調査だと、

とりやすいところということで恣意的に選ぶとい

う形で場所も限定的になるということと、有権者

の属性もそもそも違うのではないか、期日前と当

日で来る人の傾向は違うのではないかという つ

ぐらいが、データが偏る要因かなと思われます。

Ｐ） では、 つ仮説を立てます。調査日数や場

所の問題が解決すればデータが偏らないのではな

いかということです。

福井コンピュータさんに実験していただきまし

た。 年の沖縄県の石垣市議選で期日前の調査

をやっていただいたのですけれども、石垣市議選

は 日間の期日前投票があったのですけれども、

期日前投票所が カ所でした。この カ所を全日

調査というものをしております。これを比べたも

のが つの表です。

見ていただければわかりますように、期日前と

当日で比べますと、期日前のほうが幅広、荒れた

データという形になっております。当日のほうが

落ち着いたデータということで、期日前の調査で

は、それでもばらつきがあるだろうということが

言えるかなと思います。

Ｐ： 頁表 参照） では、期日前投票者の属

性というのはどういう特徴があるのかということ

を、まず年齢層で分析しています。これはあくま

でも中日の出口調査のはじき出した数字ですので、

実態とは異なることをご了承ください。

年、 年、 年で比べてみました。特に顕

著なのが高齢者です。 年の衆院選ですと、当

日の投票者が、 、 、 代でいずれも多かっ

たのに対して、 年の衆院選で見ますと逆転し

ており、つまりは高齢者層が期日前投票のほうに

シフトしているということが言えるかなと思いま

す。

Ｐ） 高齢者の投票というのはどういう特徴があ

るのだろうと、期日前と当日を比べてみました。

これは 年の参院選のデータがあったので、変

動を比較してみました。 ～ 代の期日前で

「支持政党がない」と答えた人は ． ％、当日
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るということが言えるかなと思います。

Ｐ： 頁図 参照） そのように単純に数が増

えていることに伴って、期日前の出口調査につい

ても重要性が高まっているのではないかという仮

説が成り立つかなと思います。

ですが、期日前の調査というのは、携わってい

るメディア泣かせな側面があります。どういうこ

とかというと、期日前というのは公示から開票ま

での日数が非常に長くて、調査する投票所も多い。

加えて、当日の投票者と比べて 日当たりに投票

する人は少なくて、運用も難しい。運用が難しい

というのは例えばどういうことかというと、市役

所の庁舎で調査するとなると、平日だと一般に来

庁している人と区別がつきにくいということと、

ショッピングセンターだとそもそも来てくれるな

と取材を拒否されたり制限されるケースもあると

いうことで、運用が難しいということが言えるか

なと思います。

まとめますと、期日前の調査というのは、かけ

るコストに対するパフォーマンスは悪くて、網羅

もし切れないということになります。結果的には

無作為の抽出とも言いがたい現象になるかなと思

います。そんな中で、どこまで期日前調査という

のは増えている現状で、重視するべきなのかとい

うのが目的意識としてあります。

Ｐ） では、今回の調査の目的です。

期日前の調査結果と当日の調査結果、実際の得

票率・投票結果という 者を照らし合わせて分析

することによって、期日前調査の影響力を分析す

るという手法をとらせていただきます。

Ｐ） では、どのような分析をするか。ちょっと

紛らわしいので、サンプルデータを用いて説明さ

せていただきます。

中日 本社で発行している中部 県、具体的に

は、愛知、岐阜、三重、長野、福井、滋賀、石川、

富山、静岡という 県で出口調査をやっているの

ですけれども、この出口調査と選挙結果の差をラ

ンク別のグラフにしています。そして、選挙区で

の各候補者の誤差を計算します。Ａが出口調査の

支持率、Ｂが実際の得票率として、Ａ－Ｂを誤差

として精度ランクというのをランク別の表にして

いくというものです。例えば一番上の ． 、 ．

というのは、例えば愛知県でとある候補が ．

％出口調査で支持率をとるとして、実際には ．

％の得票率だったとなると、誤差は ． ポイン

ト。なので、この ～ というのが精度ランクと

いう形。同じように、 ． ％支持率だったのが ．

％という得票率になると、誤差は－ ． という

ことで、 ～－ みたいな感じでこのようなもの

を集計していくと、例えばこれであると、ランク

の ～ というところに 人、－ ～－ に 人、

誤差が最大のランクであると ～ という形にな

ります。

Ｐ） これを表にしますと、例えばこんな形にな

ります。縦軸が人数で、横軸が精度ランクです。

先ほど申しましたように、ランクの ～ のとこ

ろに 人、－ ～－ に 人、誤差が最大のラン

クだと、一番右のところにありますけれども、

～ となります。

この表をどのように評価するべきかというと、

このばらつき度合い、どれくらい幅広に広がって

いるかというのを評価の基準とします。つまり、

ばらつきが少ない、中央に密集しているほど精度

が高いデータではないかということが言えるかな

と思います。

ここまでサンプルデータを用いて説明させてい

ただきました。

では、実際に衆院選のデータから説明していき

ます。

Ｐ： 頁図 ～ 参照） 当日調査の精度につい

てです。

当日調査を期日前と合わせてやるようになりま

した。 年からのデータが 回ほどあります。

年というのは投票率も非常に高くて、このこ

ろはまだ期日前投票もそこまで多くなく、結果と

して見ると当日投票数が非常に多かった年なので

すけれども、これを見ると、－ ～－ から ～

まで幅広に、ばらばらに荒れているデータになり

ます。期日前投票がそれから以降は右肩上がりに

なっているのですけれども、 年、 年、 年

と見ると、割と中央のほうに密集している優秀な

データであるということが言えます。期日前投票

が増えていても、それなりに優秀な精度は保てて

いるのではないかということがこのデータから言

えるかなと思います。

Ｐ： 頁図 ～ 参照） 同じように参院にい

きます。参院は 回ほどデータがあります。当然

年のほうが一番期日前投票が少なくて、当日

投票の数が多かったのですけれども、これで見る

と大体ほぼ同じように中央の密度が一定に保てて

いて、それなりに水準が保てているということが

言えるのかなと思います。
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Ｐ： ～ 頁参照） 当日投票の精度を調べる

データとして、もう つ、相関係数を用いたデー

タがあります。相関係数、出口の支持率と得票率

の相関関係を調べたものを衆院の 回で比べまし

た。 年から 年にかけて、当日調査について

は ． をキープできています。これは最大値が

ですので、限りなく に近いデータということ

が言えます。期日前は、それに一歩劣る ． 台

という形になっているということです。どちらも

高いのですけれども、当日のほうがより精度が高

いだろうということが言えるかなと。つまり、期

日前が増加した現在においても、当日調査の精度

は高いものを保てているということが言えるかな

と思います。

Ｐ： ～ 頁参照） では、加えて、期日前調

査の精度についての分析にまいります。

結論から先に申しますと、当日調査が高い一方

で、期日前調査の精度は高くない、どちらかとい

うと低いということが言えるかなということです。

どういうことかというのを精度分布表で比較検証

していきます。

Ｐ） 衆院のデータ、 年と 年で比べました。

上が期日前調査で、下が当日の調査です。見ても

らえばわかりますように、期日前調査というのが

非常に幅広に荒れたデータになっているのに対し

て、下のほうが落ち着いたデータということにな

ります。 年も 年も同じような形で、荒れた

データが当日だと落ち着くという形になっていま

す。

Ｐ） 続いて参院にいきます。参院も同じことで

す。期日前のほうが荒れたデータで、当日のほう

が落ち着いたデータという形になります。

ということで、精度としては、当日と比べると

期日前の精度は余り高くないということが言える

かなと思います。

Ｐ） 精度が高くない、低い理由はなぜなのかと

いう理由は、大きく分けて つあります。運用が

難しいというのと、データが偏ってしまうからと

いうことです。

運用が難しいというのは、一番初めに申しまし

たように、市役所だと一般来庁者と区別がつきづ

らいとか、ショッピングセンターだとそもそも取

材を制限されてしまうといった運用の難しさがあ

ります。

データが頼るのは例えばどんな要因があるのか

というのを つほど挙げました。 つは、調査日

が限定的になるということです。参院だと 日

間期日前投票の期間はあるわけですけれども、そ

の中で多そうな日にちをつまみ食い的に選ぶとい

う形になります。例えば開票前の前週末とか、直

前の木・金・土という形で曜日が限定的になって

しまうということ。場所についても、幾つかある

候補の中から、当日の調査だと無作為抽出を心が

けて選べるわけですけれども、期日前調査だと、

とりやすいところということで恣意的に選ぶとい

う形で場所も限定的になるということと、有権者

の属性もそもそも違うのではないか、期日前と当

日で来る人の傾向は違うのではないかという つ

ぐらいが、データが偏る要因かなと思われます。

Ｐ） では、 つ仮説を立てます。調査日数や場

所の問題が解決すればデータが偏らないのではな

いかということです。

福井コンピュータさんに実験していただきまし

た。 年の沖縄県の石垣市議選で期日前の調査

をやっていただいたのですけれども、石垣市議選

は 日間の期日前投票があったのですけれども、

期日前投票所が カ所でした。この カ所を全日

調査というものをしております。これを比べたも

のが つの表です。

見ていただければわかりますように、期日前と

当日で比べますと、期日前のほうが幅広、荒れた

データという形になっております。当日のほうが

落ち着いたデータということで、期日前の調査で

は、それでもばらつきがあるだろうということが

言えるかなと思います。

Ｐ： 頁表 参照） では、期日前投票者の属

性というのはどういう特徴があるのかということ

を、まず年齢層で分析しています。これはあくま

でも中日の出口調査のはじき出した数字ですので、

実態とは異なることをご了承ください。

年、 年、 年で比べてみました。特に顕

著なのが高齢者です。 年の衆院選ですと、当

日の投票者が、 、 、 代でいずれも多かっ

たのに対して、 年の衆院選で見ますと逆転し

ており、つまりは高齢者層が期日前投票のほうに

シフトしているということが言えるかなと思いま

す。

Ｐ） 高齢者の投票というのはどういう特徴があ

るのだろうと、期日前と当日を比べてみました。

これは 年の参院選のデータがあったので、変

動を比較してみました。 ～ 代の期日前で

「支持政党がない」と答えた人は ． ％、当日
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るということが言えるかなと思います。

Ｐ： 頁図 参照） そのように単純に数が増

えていることに伴って、期日前の出口調査につい

ても重要性が高まっているのではないかという仮

説が成り立つかなと思います。

ですが、期日前の調査というのは、携わってい

るメディア泣かせな側面があります。どういうこ

とかというと、期日前というのは公示から開票ま

での日数が非常に長くて、調査する投票所も多い。

加えて、当日の投票者と比べて 日当たりに投票

する人は少なくて、運用も難しい。運用が難しい

というのは例えばどういうことかというと、市役

所の庁舎で調査するとなると、平日だと一般に来

庁している人と区別がつきにくいということと、

ショッピングセンターだとそもそも来てくれるな

と取材を拒否されたり制限されるケースもあると

いうことで、運用が難しいということが言えるか

なと思います。

まとめますと、期日前の調査というのは、かけ

るコストに対するパフォーマンスは悪くて、網羅

もし切れないということになります。結果的には

無作為の抽出とも言いがたい現象になるかなと思

います。そんな中で、どこまで期日前調査という

のは増えている現状で、重視するべきなのかとい

うのが目的意識としてあります。

Ｐ） では、今回の調査の目的です。

期日前の調査結果と当日の調査結果、実際の得

票率・投票結果という 者を照らし合わせて分析

することによって、期日前調査の影響力を分析す

るという手法をとらせていただきます。

Ｐ） では、どのような分析をするか。ちょっと

紛らわしいので、サンプルデータを用いて説明さ

せていただきます。

中日 本社で発行している中部 県、具体的に

は、愛知、岐阜、三重、長野、福井、滋賀、石川、

富山、静岡という 県で出口調査をやっているの

ですけれども、この出口調査と選挙結果の差をラ

ンク別のグラフにしています。そして、選挙区で

の各候補者の誤差を計算します。Ａが出口調査の

支持率、Ｂが実際の得票率として、Ａ－Ｂを誤差

として精度ランクというのをランク別の表にして

いくというものです。例えば一番上の ． 、 ．

というのは、例えば愛知県でとある候補が ．

％出口調査で支持率をとるとして、実際には ．

％の得票率だったとなると、誤差は ． ポイン

ト。なので、この ～ というのが精度ランクと

いう形。同じように、 ． ％支持率だったのが ．

％という得票率になると、誤差は－ ． という

ことで、 ～－ みたいな感じでこのようなもの

を集計していくと、例えばこれであると、ランク

の ～ というところに 人、－ ～－ に 人、

誤差が最大のランクであると ～ という形にな

ります。

Ｐ） これを表にしますと、例えばこんな形にな

ります。縦軸が人数で、横軸が精度ランクです。

先ほど申しましたように、ランクの ～ のとこ

ろに 人、－ ～－ に 人、誤差が最大のラン

クだと、一番右のところにありますけれども、

～ となります。

この表をどのように評価するべきかというと、

このばらつき度合い、どれくらい幅広に広がって

いるかというのを評価の基準とします。つまり、

ばらつきが少ない、中央に密集しているほど精度

が高いデータではないかということが言えるかな

と思います。

ここまでサンプルデータを用いて説明させてい

ただきました。

では、実際に衆院選のデータから説明していき

ます。

Ｐ： 頁図 ～ 参照） 当日調査の精度につい

てです。

当日調査を期日前と合わせてやるようになりま

した。 年からのデータが 回ほどあります。

年というのは投票率も非常に高くて、このこ

ろはまだ期日前投票もそこまで多くなく、結果と

して見ると当日投票数が非常に多かった年なので

すけれども、これを見ると、－ ～－ から ～

まで幅広に、ばらばらに荒れているデータになり

ます。期日前投票がそれから以降は右肩上がりに

なっているのですけれども、 年、 年、 年

と見ると、割と中央のほうに密集している優秀な

データであるということが言えます。期日前投票

が増えていても、それなりに優秀な精度は保てて

いるのではないかということがこのデータから言

えるかなと思います。

Ｐ： 頁図 ～ 参照） 同じように参院にい

きます。参院は 回ほどデータがあります。当然

年のほうが一番期日前投票が少なくて、当日

投票の数が多かったのですけれども、これで見る

と大体ほぼ同じように中央の密度が一定に保てて

いて、それなりに水準が保てているということが

言えるのかなと思います。
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ところでいいますと、公明党さんがやはり当日の

誤差は大きくなってしまうということです。先ほ

ども申しましたように、当日だと公明党さんはあ

まり支持政党としては多くないので、結果として

は当然ながら出口の支持率よりも得票のほうが高

くなるという傾向があります。あと、ほかでいう

と、特に 年の民主が勝った選挙のときに自民

が非常に少な目に出てしまうという結果がありま

した。あとは大体落ち着いたデータになっている

かなと思います。

石垣については、ごめんなさい、共同研究者の

大栗さんにお伺いします。

○大栗正彦（福井コンピュータ） すみません、

今手持ちにデータがないので、多分論文になるか

と思いますので、そのときに入れます。

○福田 ありがとうございました。

読売新聞の出口調査についてですが、今、国政

選挙の出口調査は、期日前投票の出口調査と当日

の出口調査を併せてやっています。先ほどのご報

告の結論にありました通り、当日の結果を期日前

投票の出口調査と合わせて予測するということを

やっています。抄録の図 （本誌 頁図 参照）

のように、（選挙期間の）最初の頃に公明党の支

持層が入ってくるという傾向がありますので、そ

れをコンバインして予測しているということです。

ご報告では選挙区の予測しか出てきませんでし

たけれども、私どもは全国の比例の予測もしなけ

ればいけなくて、それについても期日前の出口調

査の数字が非常に参考になるので、合わせて予測

しているということです。

ただ、当日の投票者の割合が減ることで精度が

落ちるのではないかという懸念については、あま

りそういう心配はしていなくて、普通の人が期日

前に流れているだけであって、当日の投票者の性

質はそんなに変わらないのではないかという気が

しております。

○松本（総合司会） 確認ですけれども、期日前

出口調査の結果というのは、傾向を見るだけでは

なくて、判定のためのデータとして当日と期日前

をコンバインするという使い方をしているという

理解でいいのですか。

○福田 はい。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

朝日さんはどうなのですか。

○堀江 コンバインするときもあるし、しないと

きもあるのですけれども、基本していません。コ

ンバインしないで見ています。

○松本（総合司会） 基本的に当日の出口をメイ

ンにしてということですか。

○堀江 期日前を参考にしつつ、当日がどこまで

の精度なのかというのを見ているという感じです。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

毎日さんは独自でやられているかどうかわから

ないけれども、大隈さん、何かあれば。

○大隈 毎日の大隈でございます。

毎日新聞は、国政選挙

に関しては共同通信さん

の調査結果をいただいて

いるので。ただ、地方選

挙に関しては独自で出口

調査をしたりすることも

ございます。そこでの課

題というのは、今ご報告

いただきましたのとほぼ

同じなのですけれども、 点私もお伺いしたいこ

とは、最後のほうに、調査日を分散させれば、ば

らけさせればある程度精度が確保できる、という

お話がありました。同じようなことをしているの

ですけれども、特に地方選挙のときは、期日前投

票は日による投票者数がずっと一定なわけではな

くて、告示からしばらくほとんどいなくて、投票

日の数日前から急激に伸びるという性格があって、

ばらけさせたくてもばらけさせられない。ゆえに、

日にちが離れるところは土日にしかやらざるを得

ないというところもあるのですけれども、そこは

もし工夫をされているのであれば、どういった工

夫をされているのか、お伺いしたいと思いました。

○山下 ご指摘のことは中日新聞でもジレンマと

してありまして、実際、参院選のときも序盤では

実際調べられなくて、 週間後の週末の土日から

調査をするという形になってしまって、あくまで

も理想論になってしまうのですけれども、それで

も序盤はサンプル数を少なくする、比率を少なく

する形で、それでも押さえる。押さえることによ

って類推したいというのを課題認識として感じて

おります。

○大隈 ありがとうございます。

その上で、コンバインに関して言うと、地方選

挙に関して、当初コンバインをしておりました。

ですが、今はもうやめました。というのは、ご報

告にあったばらつきが大きくて、当日と合わせる

と精度のバランスがとれないということがあった
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だと ％ということで、 ． ポイントほどの

ずれという形になります。実際、全世代だと ．

～ ． ということで、 ． ポイントほどの上

がり。当日だと当然浮動票というのが多くなるの

で、増えるのはある種当たり前なのですけれども、

これと比べると高齢者は当日と期日前とで「支持

政党なし」の変動が少ないということです。つま

り、無党派層については、期日前の高齢者の増加

によって、期日前投票と当日投票の均質化が進ん

でいるということが言えるのかなと思います。

Ｐ） という一方で、もう つ不確定要素があり

ます。支持政党というものです。各種の選挙から

類推してみた時期別の投票行動です。一番顕著な

のが公明党さんで、公明党さんは非常に出だしが

早いのです。序盤に集中的に投票される傾向が強

くて、時期が進めば進むほど落ち着いたデータ。

当日だと少なくなっています。組織票というのは

選挙戦の序盤に入りやすいという形になり、これ

でいうと、当日の調査だと公明党の支持層が余り

とれないというジレンマがあるのかなと思われま

す。

Ｐ） では、まとめに入ります。

期日前が増えた現代においても、当日調査の信

頼性は非常に高いものがあるだろうということが

あります。ですが、公明党などの組織票の比率は

当日調査だと少なくなってしまうというジレンマ

はあります。

一方、期日前調査というのは精度が高くなくて、

コストも結構かかってしまう。ですけれども、調

査日を分散させていけば、公明党の票の動き、ど

のようになっていくかという組織票の変遷がわか

るという特徴もあります。

これをもとにした結論めいたものを私なりに分

析してみたところ、これから先でもベースにする

のはあくまでも当日調査でいいだろうということ

で、その中で期日前調査を時系列でチェックして

いって、組織票や無党派層の票の推移をイメージ

していく。つまり、当日と期日前の調査を補完し

合うことによって票読みの精度が増すのではない

かということが言えるかなと思います。

ご清聴ありがとうございました。（拍手）

○松本（総合司会） ありがとうございました。

的確なご報告だったので、私が改めてまとめる

必要はないと思いますけれども、こちらにお並び

の各社さんも同様の傾向なのかと。基本的に期日

前の割合が増えている中でも、なかなか期日前の

出口調査自体の設計も含めた運用が難しいという

こともあって、当日の出口調査で判定というので

しょうか、これをメインにして行っていっている

という現実があって、今後もそれで対応していく

というスタンスだと思います。これに関して各社

さんは現状としてはどうなのかというのをまずは

お話ししていただきたい。

では、朝日の堀江さんからよろしくお願いしま

す。

○堀江 朝日新聞の堀江です。

私どもの実施している出

口調査も同様の傾向は確認

することができます。期日

前投票がどんどん増えてき

た結果、いわゆる組織票あ

るいは動員されてくる方た

ちの投票行動といったもの

のイメージだけで期日前投

票を捉えるのは間違ってく

るかなと思ってきています。

だんだん普通の人たちも期日前投票に行くように

なってきているので、組織票の色彩が強いと思っ

ていた期日前投票が、そうではなくなってきてい

るということを踏まえた上でデータを見ていった

ほうがいいのかなと今は見ているところです。

○松本（総合司会） すみません、読売の福田さ

ん、同じ質問を投げていいですか。

○福田 今のご報告に関して、いくつかお聞きし

たいことがあって、例えば抄録の図 とか図 に

ついて、全員の候補の誤差を並べてしまうと、ゼ

ロを中心に左右にばらつくのは当然のことかなと

思います。注目しなければいけないのは、候補者

の政党ごとにこういう分布をつくってみるとどう

なるのかということだと思います。そこはどうな

のでしょうかという点と、もし特定の政党につい

てプラス側もしくはマイナス側に偏っているので

あれば、どのように対応されているのかというの

を教えていただきたいです。

ちょっと細かいのですが、

石垣市議の期日前調査のサ

ンプルサイズはどのくらい

だったのかというのにも関

心があるので、教えていた

だければと思います。

○山下 まず一番初めの質

問ですけれども、特徴的な福田 昌史 氏

堀江 浩 氏
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ところでいいますと、公明党さんがやはり当日の

誤差は大きくなってしまうということです。先ほ

ども申しましたように、当日だと公明党さんはあ

まり支持政党としては多くないので、結果として

は当然ながら出口の支持率よりも得票のほうが高

くなるという傾向があります。あと、ほかでいう

と、特に 年の民主が勝った選挙のときに自民

が非常に少な目に出てしまうという結果がありま

した。あとは大体落ち着いたデータになっている

かなと思います。

石垣については、ごめんなさい、共同研究者の

大栗さんにお伺いします。

○大栗正彦（福井コンピュータ） すみません、

今手持ちにデータがないので、多分論文になるか

と思いますので、そのときに入れます。

○福田 ありがとうございました。

読売新聞の出口調査についてですが、今、国政

選挙の出口調査は、期日前投票の出口調査と当日

の出口調査を併せてやっています。先ほどのご報

告の結論にありました通り、当日の結果を期日前

投票の出口調査と合わせて予測するということを

やっています。抄録の図 （本誌 頁図 参照）

のように、（選挙期間の）最初の頃に公明党の支

持層が入ってくるという傾向がありますので、そ

れをコンバインして予測しているということです。

ご報告では選挙区の予測しか出てきませんでし

たけれども、私どもは全国の比例の予測もしなけ

ればいけなくて、それについても期日前の出口調

査の数字が非常に参考になるので、合わせて予測

しているということです。

ただ、当日の投票者の割合が減ることで精度が

落ちるのではないかという懸念については、あま

りそういう心配はしていなくて、普通の人が期日

前に流れているだけであって、当日の投票者の性

質はそんなに変わらないのではないかという気が

しております。

○松本（総合司会） 確認ですけれども、期日前

出口調査の結果というのは、傾向を見るだけでは

なくて、判定のためのデータとして当日と期日前

をコンバインするという使い方をしているという

理解でいいのですか。

○福田 はい。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

朝日さんはどうなのですか。

○堀江 コンバインするときもあるし、しないと

きもあるのですけれども、基本していません。コ

ンバインしないで見ています。

○松本（総合司会） 基本的に当日の出口をメイ

ンにしてということですか。

○堀江 期日前を参考にしつつ、当日がどこまで

の精度なのかというのを見ているという感じです。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

毎日さんは独自でやられているかどうかわから

ないけれども、大隈さん、何かあれば。

○大隈 毎日の大隈でございます。

毎日新聞は、国政選挙

に関しては共同通信さん

の調査結果をいただいて

いるので。ただ、地方選

挙に関しては独自で出口

調査をしたりすることも

ございます。そこでの課

題というのは、今ご報告

いただきましたのとほぼ

同じなのですけれども、 点私もお伺いしたいこ

とは、最後のほうに、調査日を分散させれば、ば

らけさせればある程度精度が確保できる、という

お話がありました。同じようなことをしているの

ですけれども、特に地方選挙のときは、期日前投

票は日による投票者数がずっと一定なわけではな

くて、告示からしばらくほとんどいなくて、投票

日の数日前から急激に伸びるという性格があって、

ばらけさせたくてもばらけさせられない。ゆえに、

日にちが離れるところは土日にしかやらざるを得

ないというところもあるのですけれども、そこは

もし工夫をされているのであれば、どういった工

夫をされているのか、お伺いしたいと思いました。

○山下 ご指摘のことは中日新聞でもジレンマと

してありまして、実際、参院選のときも序盤では

実際調べられなくて、 週間後の週末の土日から

調査をするという形になってしまって、あくまで

も理想論になってしまうのですけれども、それで

も序盤はサンプル数を少なくする、比率を少なく

する形で、それでも押さえる。押さえることによ

って類推したいというのを課題認識として感じて

おります。

○大隈 ありがとうございます。

その上で、コンバインに関して言うと、地方選

挙に関して、当初コンバインをしておりました。

ですが、今はもうやめました。というのは、ご報

告にあったばらつきが大きくて、当日と合わせる

と精度のバランスがとれないということがあった

59 政策と調査　第17号（2019年12月）

だと ％ということで、 ． ポイントほどの

ずれという形になります。実際、全世代だと ．

～ ． ということで、 ． ポイントほどの上

がり。当日だと当然浮動票というのが多くなるの

で、増えるのはある種当たり前なのですけれども、

これと比べると高齢者は当日と期日前とで「支持

政党なし」の変動が少ないということです。つま

り、無党派層については、期日前の高齢者の増加

によって、期日前投票と当日投票の均質化が進ん

でいるということが言えるのかなと思います。

Ｐ） という一方で、もう つ不確定要素があり

ます。支持政党というものです。各種の選挙から

類推してみた時期別の投票行動です。一番顕著な

のが公明党さんで、公明党さんは非常に出だしが

早いのです。序盤に集中的に投票される傾向が強

くて、時期が進めば進むほど落ち着いたデータ。

当日だと少なくなっています。組織票というのは

選挙戦の序盤に入りやすいという形になり、これ

でいうと、当日の調査だと公明党の支持層が余り

とれないというジレンマがあるのかなと思われま

す。

Ｐ） では、まとめに入ります。

期日前が増えた現代においても、当日調査の信

頼性は非常に高いものがあるだろうということが

あります。ですが、公明党などの組織票の比率は

当日調査だと少なくなってしまうというジレンマ

はあります。

一方、期日前調査というのは精度が高くなくて、

コストも結構かかってしまう。ですけれども、調

査日を分散させていけば、公明党の票の動き、ど

のようになっていくかという組織票の変遷がわか

るという特徴もあります。

これをもとにした結論めいたものを私なりに分

析してみたところ、これから先でもベースにする

のはあくまでも当日調査でいいだろうということ

で、その中で期日前調査を時系列でチェックして

いって、組織票や無党派層の票の推移をイメージ

していく。つまり、当日と期日前の調査を補完し

合うことによって票読みの精度が増すのではない

かということが言えるかなと思います。

ご清聴ありがとうございました。（拍手）

○松本（総合司会） ありがとうございました。

的確なご報告だったので、私が改めてまとめる

必要はないと思いますけれども、こちらにお並び

の各社さんも同様の傾向なのかと。基本的に期日

前の割合が増えている中でも、なかなか期日前の

出口調査自体の設計も含めた運用が難しいという

こともあって、当日の出口調査で判定というので

しょうか、これをメインにして行っていっている

という現実があって、今後もそれで対応していく

というスタンスだと思います。これに関して各社

さんは現状としてはどうなのかというのをまずは

お話ししていただきたい。

では、朝日の堀江さんからよろしくお願いしま

す。

○堀江 朝日新聞の堀江です。

私どもの実施している出

口調査も同様の傾向は確認

することができます。期日

前投票がどんどん増えてき

た結果、いわゆる組織票あ

るいは動員されてくる方た

ちの投票行動といったもの

のイメージだけで期日前投

票を捉えるのは間違ってく

るかなと思ってきています。

だんだん普通の人たちも期日前投票に行くように

なってきているので、組織票の色彩が強いと思っ

ていた期日前投票が、そうではなくなってきてい

るということを踏まえた上でデータを見ていった

ほうがいいのかなと今は見ているところです。

○松本（総合司会） すみません、読売の福田さ

ん、同じ質問を投げていいですか。

○福田 今のご報告に関して、いくつかお聞きし

たいことがあって、例えば抄録の図 とか図 に

ついて、全員の候補の誤差を並べてしまうと、ゼ

ロを中心に左右にばらつくのは当然のことかなと

思います。注目しなければいけないのは、候補者

の政党ごとにこういう分布をつくってみるとどう

なるのかということだと思います。そこはどうな

のでしょうかという点と、もし特定の政党につい

てプラス側もしくはマイナス側に偏っているので

あれば、どのように対応されているのかというの

を教えていただきたいです。

ちょっと細かいのですが、

石垣市議の期日前調査のサ

ンプルサイズはどのくらい

だったのかというのにも関

心があるので、教えていた

だければと思います。

○山下 まず一番初めの質

問ですけれども、特徴的な福田 昌史 氏

堀江 浩 氏
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受けて、堀江さんに投げますけれども、当日出口

の場合、非常に選挙区によるばらつきがあると。

そうすると、当日だけではなかなか使えないデー

タも出てくるというお話があったのですけれども、

その点に関してはどうですか。

○堀江 大体どこが強く出るかというのは、過去

のデータを見ればわかりますので、そこは高目に

見るとか低目に見るとかという補正を常にやって

いるのが実態です。

それから、期日前出口の曜日ごとの変化等々も

大事で、さらに、いつ人が行っているのかという

のも踏まえた上で、最終的に期日前でどっちに貯

金があるのかをずっと見ている感じです。ただ、

期日前投票に何人行っているのかが何日かおきに

しか出てこないですし、最終的な数字が日曜日の

昼ぐらいに出てくるものですから、そのあたりで

把握するのが少しおくれるというのはあります。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

せっかく横にいるので、菅原さん、何かあれば。

○菅原 今聞いたお話は、

期日前と当日にずれがあっ

て、当日のほうが正しいか

らこれを使うという話でし

たが、これらをブレンドし

て怪しくなるということは、

当日の結果と当日プラス期

日前何％かを掛けて足し合

わせたようなものと比較す

ると、後者のほうが実際の

結果とのずれがより大きいということなのでしょ

うか。それと、公明党の影響が大きいという話で

したが、それだったら選挙区ごとにも公明党の候

補が出ている、出ていないというのがありますか

ら、それに応じて分けてブレンドしたりするのが

いいのかなとふと感じたわけですが、その辺どう

なのでしょうか。多分、堀江さんがおっしゃって

いることはそれと近いことだと思うのですが、そ

れを機械的に期日前の割合が高そうな候補者、政

党が出ている選挙区ではこれぐらいの割合でブレ

ンドして使う、そうでないところでは過小評価し

て、あるいは無視して使うとか、そのような形で

ブレンドしていくことはできないということなの

でしょうか。

○堀江 私のところは、そもそもブレンドしない

という考え方でいます。というのは、期日前調査

は有意抽出ですから、無作為抽出していないので、

そもそも偏っていると思っています。それを幾ら

期日前の割合でブレンドしたところで、もうずれ

てしまっているものをブレンドすることになるの

で、むしろ誤差が拡大してしまうのかなという気

はしています。期日前の正解の数字が出ませんの

で、期日前だけ開票してくれればありがたいので

すけれども、合わさって開票されてしまいますの

で、わからないのですよね。

○菅原 そうすると、出口と実際の結果のずれは

期日前とあまり関係ないという感じでしょうか。

○堀江 いや、影響があるのですけれども、期日

前出口のほうの精度といいますか、結局有意抽出

だからということがあって、全体を把握できてい

ないという前提で見ていますので、そもそもブレ

ンドしません。

○菅原 それは、実際にブレンドして予測してみ

ても全然当たらなかった、当日よりも当たらなか

ったということでしょうか。

○堀江 当たるときと当たらないときとあって、

当たったときは、あっ、ちゃんととれていたのか

なと思ったりしますが、それはもう事後チェック

ですね。

○菅原 なるほど、わかりました。

○松本（総合司会） 出口の話は 時間ぐらいで

切り上げたいのですけれども、山下さんのペーパ

ーにもあるし、先ほどの話でもあったのですけれ

ども、当日の出口の精度というところからいうと、

年が一番ばらつきが大きかった。確かにあ

のころは拒否率みたいなのが世論調査と同じよう

にあって、なかなか出口調査にも答えてくれなく

なってきたみたいな議論があったのですけれども、

今は、そういうことからいうと、当日の出口調査

のレスポンスというのは安定しているのでしょう

か。要するに、当日の出口の精度に関しては非回

答者バイアスみたいなものはほとんど考えなくて

もいい、そういう精度を確保しているという理解

でいいのでしょうか。

では、これは福田さんから聞こうかな。

○福田 拒否した人の属性を詳しく追っているわ

けではないので、無回答バイアスがどの程度あっ

たとか、拒否が広がっているとか減っているとか

というのは把握していません。

○松本（総合司会） でも、それは、逆に言うと、

それほど問題になっていないということですね。

堀江さんもそうですか。

○堀江 いや、当然影響は受けてはいるのですけ

菅原 琢 氏
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ので。というので、基本ご報告いただいたのと同

じような感じということです。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

日経リサーチの鈴木さん、ちょっとお立場が違

うので、できる範囲でお話をしてもらえば。

○鈴木 とくに出口に関する知見はありませんけ

れども、 割になったにもかかわらず期日前と当

日が同質だというのは、言

われてみるとなるほどなと

思って、よかったなという

ことですけれども、 割く

らいになったときにも同じ

傾向になるかどうかチェッ

クして、公明党以外は考慮

は必要ないのであれば、あ

る意味安定的でよかったな

という感想を持ちました。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

ここで、本来はここに並んでもらうとよかった

のかもしれないですけれども、期日前調査という

のを一番おやりになっているのはＮＨＫさんだと

聞き及んでいるので、可能な範囲でお答えをもら

えればありがたいのですけれども。久保さん、い

ませんか。

○久保隆（ＮＨＫ報道局選挙プロジェクト） Ｎ

ＨＫの久保です。ご指名ありがとうございます。

お話しできる範囲でお話しさせていただきます

けれども、うちとしても中日さんと同じような印

象を持っています。とれているデータとかにして

も、序盤は公明さんとかが多くて、徐々にいわゆ

る無党派の人たちが増えていってというところは、

ある意味うちだけではなくて、どこの社も一緒な

んだなというのを今改めて確認させていただいた

次第です。

精度に関して言うと、私も 年からずっと

今の立場で全国の国政、地方選の出口調査に携わ

らせていただいていますけれども、ある意味期日

前と当日が似通ってきているなというところがあ

る一方で、明らかに使えない選挙区、例えばこの

前の参議院選挙でいいますと、公明党さんが出て

いる選挙区ですとか、衆議院選挙だったら組合の

候補とかがいる選挙区とか、そういったところに

ついては精度が当日出口調査は目も当てられない、

結果と大きく齟齬が出ているというのがますます

固定化しているし、そうでないところは精度が高

いなという印象を、回を重ねるごとに強めている

ところです。

ですので、大まかな精度でいくとおおむね満足

しているところはあるのですけれども、どうして

もテレビというメディアの性質上、 時に開票速

報番組を当日やるときとか、それぞれの選挙区の

候補の強弱、予測得票率とかを見せるときに、期

日前とかにがっと行ってしまうような政党の候補

者がいるところについては、ある意味結果と正し

くない、当日出口の予測だとこうなりますという

のが余りにも結果と齟齬があるようなものを現状

お見せせざるを得ないという状況になってしまっ

ているので、期日前と当日出口をどうコンバイン

するかというのは、模索してはいるのですけれど

も、いい方法がまだ見つかっていなくて、どうし

ようかと悩んでいるところです。

○松本（総合司会） ということは、しつこく確

認しますけれども、期日前と当日のデータを読売

さんのようにコンバインするということは今のと

ころはやっていなくて、当日メインでという。

○久保 朝日の堀江さんがおっしゃっていたよう

な形で、うちとしても当日出口はあくまで当日出

口、期日前は期日前として、別物として見るよう

にしています。当日出口はある程度抽出をしてと

いうふうに調査をしてはいるのですけれども、期

日前のほうは、中日さんとかがおっしゃっていた

ように、日にちも場所も任意でやってというふう

にやっていて、性質の違うものを足し合わせて見

るというよりかは、期日前の傾向を、過去の調査

結果も踏まえて、ある意味脳内変換しながら当日

出口の結果を見て当確なりを判定しているという

状況です。

○松本（総合司会） どうもありがとうございま

す。

それを受けて、どうですか。逆に、読売の福田

さん。

○福田 期日前の設計にもよると思うのですが、

例えば 週間前の週末と直前の週末で調査すると

して、サンプルサイズが例えば均一に、 、 、

、 で 日間やりましたというときに、そ

のまま足し合わせて期日前の結果として見るのは、

そっちのほうがリスクがあるのではないかと思い

ます。というのは、 週間前の期日前投票者数と

直前の期日前投票者数が違うので、それに合うよ

うに調整した上で見るのがいいのではないかとい

う気がしています。

○松本（総合司会） あと、今の久保さんの話を

鈴木 督久 氏
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受けて、堀江さんに投げますけれども、当日出口

の場合、非常に選挙区によるばらつきがあると。

そうすると、当日だけではなかなか使えないデー

タも出てくるというお話があったのですけれども、

その点に関してはどうですか。

○堀江 大体どこが強く出るかというのは、過去

のデータを見ればわかりますので、そこは高目に

見るとか低目に見るとかという補正を常にやって

いるのが実態です。

それから、期日前出口の曜日ごとの変化等々も

大事で、さらに、いつ人が行っているのかという

のも踏まえた上で、最終的に期日前でどっちに貯

金があるのかをずっと見ている感じです。ただ、

期日前投票に何人行っているのかが何日かおきに

しか出てこないですし、最終的な数字が日曜日の

昼ぐらいに出てくるものですから、そのあたりで

把握するのが少しおくれるというのはあります。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

せっかく横にいるので、菅原さん、何かあれば。

○菅原 今聞いたお話は、

期日前と当日にずれがあっ

て、当日のほうが正しいか

らこれを使うという話でし

たが、これらをブレンドし

て怪しくなるということは、

当日の結果と当日プラス期

日前何％かを掛けて足し合

わせたようなものと比較す

ると、後者のほうが実際の

結果とのずれがより大きいということなのでしょ

うか。それと、公明党の影響が大きいという話で

したが、それだったら選挙区ごとにも公明党の候

補が出ている、出ていないというのがありますか

ら、それに応じて分けてブレンドしたりするのが

いいのかなとふと感じたわけですが、その辺どう

なのでしょうか。多分、堀江さんがおっしゃって

いることはそれと近いことだと思うのですが、そ

れを機械的に期日前の割合が高そうな候補者、政

党が出ている選挙区ではこれぐらいの割合でブレ

ンドして使う、そうでないところでは過小評価し

て、あるいは無視して使うとか、そのような形で

ブレンドしていくことはできないということなの

でしょうか。

○堀江 私のところは、そもそもブレンドしない

という考え方でいます。というのは、期日前調査

は有意抽出ですから、無作為抽出していないので、

そもそも偏っていると思っています。それを幾ら

期日前の割合でブレンドしたところで、もうずれ

てしまっているものをブレンドすることになるの

で、むしろ誤差が拡大してしまうのかなという気

はしています。期日前の正解の数字が出ませんの

で、期日前だけ開票してくれればありがたいので

すけれども、合わさって開票されてしまいますの

で、わからないのですよね。

○菅原 そうすると、出口と実際の結果のずれは

期日前とあまり関係ないという感じでしょうか。

○堀江 いや、影響があるのですけれども、期日

前出口のほうの精度といいますか、結局有意抽出

だからということがあって、全体を把握できてい

ないという前提で見ていますので、そもそもブレ

ンドしません。

○菅原 それは、実際にブレンドして予測してみ

ても全然当たらなかった、当日よりも当たらなか

ったということでしょうか。

○堀江 当たるときと当たらないときとあって、

当たったときは、あっ、ちゃんととれていたのか

なと思ったりしますが、それはもう事後チェック

ですね。

○菅原 なるほど、わかりました。

○松本（総合司会） 出口の話は 時間ぐらいで

切り上げたいのですけれども、山下さんのペーパ

ーにもあるし、先ほどの話でもあったのですけれ

ども、当日の出口の精度というところからいうと、

年が一番ばらつきが大きかった。確かにあ

のころは拒否率みたいなのが世論調査と同じよう

にあって、なかなか出口調査にも答えてくれなく

なってきたみたいな議論があったのですけれども、

今は、そういうことからいうと、当日の出口調査

のレスポンスというのは安定しているのでしょう

か。要するに、当日の出口の精度に関しては非回

答者バイアスみたいなものはほとんど考えなくて

もいい、そういう精度を確保しているという理解

でいいのでしょうか。

では、これは福田さんから聞こうかな。

○福田 拒否した人の属性を詳しく追っているわ

けではないので、無回答バイアスがどの程度あっ

たとか、拒否が広がっているとか減っているとか

というのは把握していません。

○松本（総合司会） でも、それは、逆に言うと、

それほど問題になっていないということですね。

堀江さんもそうですか。

○堀江 いや、当然影響は受けてはいるのですけ

菅原 琢 氏
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ので。というので、基本ご報告いただいたのと同

じような感じということです。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

日経リサーチの鈴木さん、ちょっとお立場が違

うので、できる範囲でお話をしてもらえば。

○鈴木 とくに出口に関する知見はありませんけ

れども、 割になったにもかかわらず期日前と当

日が同質だというのは、言

われてみるとなるほどなと

思って、よかったなという

ことですけれども、 割く

らいになったときにも同じ

傾向になるかどうかチェッ

クして、公明党以外は考慮

は必要ないのであれば、あ

る意味安定的でよかったな

という感想を持ちました。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

ここで、本来はここに並んでもらうとよかった

のかもしれないですけれども、期日前調査という

のを一番おやりになっているのはＮＨＫさんだと

聞き及んでいるので、可能な範囲でお答えをもら

えればありがたいのですけれども。久保さん、い

ませんか。

○久保隆（ＮＨＫ報道局選挙プロジェクト） Ｎ

ＨＫの久保です。ご指名ありがとうございます。

お話しできる範囲でお話しさせていただきます

けれども、うちとしても中日さんと同じような印

象を持っています。とれているデータとかにして

も、序盤は公明さんとかが多くて、徐々にいわゆ

る無党派の人たちが増えていってというところは、

ある意味うちだけではなくて、どこの社も一緒な

んだなというのを今改めて確認させていただいた

次第です。

精度に関して言うと、私も 年からずっと

今の立場で全国の国政、地方選の出口調査に携わ

らせていただいていますけれども、ある意味期日

前と当日が似通ってきているなというところがあ

る一方で、明らかに使えない選挙区、例えばこの

前の参議院選挙でいいますと、公明党さんが出て

いる選挙区ですとか、衆議院選挙だったら組合の

候補とかがいる選挙区とか、そういったところに

ついては精度が当日出口調査は目も当てられない、

結果と大きく齟齬が出ているというのがますます

固定化しているし、そうでないところは精度が高

いなという印象を、回を重ねるごとに強めている

ところです。

ですので、大まかな精度でいくとおおむね満足

しているところはあるのですけれども、どうして

もテレビというメディアの性質上、 時に開票速

報番組を当日やるときとか、それぞれの選挙区の

候補の強弱、予測得票率とかを見せるときに、期

日前とかにがっと行ってしまうような政党の候補

者がいるところについては、ある意味結果と正し

くない、当日出口の予測だとこうなりますという

のが余りにも結果と齟齬があるようなものを現状

お見せせざるを得ないという状況になってしまっ

ているので、期日前と当日出口をどうコンバイン

するかというのは、模索してはいるのですけれど

も、いい方法がまだ見つかっていなくて、どうし

ようかと悩んでいるところです。

○松本（総合司会） ということは、しつこく確

認しますけれども、期日前と当日のデータを読売

さんのようにコンバインするということは今のと

ころはやっていなくて、当日メインでという。

○久保 朝日の堀江さんがおっしゃっていたよう

な形で、うちとしても当日出口はあくまで当日出

口、期日前は期日前として、別物として見るよう

にしています。当日出口はある程度抽出をしてと

いうふうに調査をしてはいるのですけれども、期

日前のほうは、中日さんとかがおっしゃっていた

ように、日にちも場所も任意でやってというふう

にやっていて、性質の違うものを足し合わせて見

るというよりかは、期日前の傾向を、過去の調査

結果も踏まえて、ある意味脳内変換しながら当日

出口の結果を見て当確なりを判定しているという

状況です。

○松本（総合司会） どうもありがとうございま

す。

それを受けて、どうですか。逆に、読売の福田

さん。

○福田 期日前の設計にもよると思うのですが、

例えば 週間前の週末と直前の週末で調査すると

して、サンプルサイズが例えば均一に、 、 、

、 で 日間やりましたというときに、そ

のまま足し合わせて期日前の結果として見るのは、

そっちのほうがリスクがあるのではないかと思い

ます。というのは、 週間前の期日前投票者数と

直前の期日前投票者数が違うので、それに合うよ

うに調整した上で見るのがいいのではないかとい

う気がしています。

○松本（総合司会） あと、今の久保さんの話を

鈴木 督久 氏
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年と 年のデータを持ってきました。これを

見ると、現実と調査結果がかなりずれていること

がわかります。

最初に一番下のデータを見ていただきますと、

年、 年という つの選挙において、自

民党の比例区の得票率は ％となっています。

これは有権者の中における得票率、いわゆる絶対

得票率なので、有権者 億数百万人ぐらいに対し

て ， 万前後の人が自民党に投票したという

ことを意味します。これに対して、世論調査で

「自民党に投票した」という人は、それぞれ、

％、 ％となっていました。自民党支持率はさ

らにこれより高い値、 ％、 ％となっていまし

た。そして内閣支持率は ％となっていました。

これらの数字からは大きく分けて つの論点か

浮かび上がります。

世論調査が本当に「有権者の縮図」であるのな

ら、世論調査における自民党の絶対得票率も

％にならなければいけない。しかし、これが

％になっているわけですから、世論調査の回答

者が「有権者の縮図」になっていないのではない

のかという問題が つめの論点となります。

もう つの論点は、世論調査の中のほうの問題

です。自民党の支持率が ％もあるのに対して、

自民党に投票したと答えた人の割合は ％でし

かない。支持と投票とが大分ずれている。もう少

し一般的に言うと、回答分布の意味が想定や期待

と大分異なっているのではないかということです。

以下、この つの論点に分けて論じていきます。

まず つ目、「有権者全体の縮図」について考え

ていきます。

繰り返しになりますが、世論調査の回答者は

「有権者全体の縮図」となるべく集められていま

す。そのうえで、結果として出てきた数字は世論

と呼ばれて報道もされています。

現在、多くのマス・メディアの世論調査では

法の電話調査により対象者を抽出し、回答者

を集めています。そうして集めてきた人たちが有

権者全体を本当に代表しているのか、あるいは有

権者全体からどの程度ゆがんでいるのかというこ

とは当然論点になってくるはずです。

これは非常に重要な論点なのですが、現在のマ

ス・メディアの世論調査では触れてはいけないも

のとなっている、もしくは諦められているという

印象を強く持ちます。世論調査の結果は世論です

よと報道しているけれども、ではそれはどれくら

い世論を代表しているのかという議論をどこもし

ていない、そういう印象を持つわけです。

一般的に専門家あるいは調査の担当者の方々か

ら聞かれる、我々の世論調査は有権者の縮図だよ

という根拠あるいは弁明は つに分けられます。

つは、無作為抽出という統計学的に適切な方法

をとっているのだから云々という形で、その手法

に依拠して、これは世論なのだと言っている。も

う つは、世論調査をもとに行っている選挙結果

の予測、情勢調査と呼ばれるものがおおむね当た

っている。これら つの根拠をもって、世論調査

結果を世論と呼ぶことができる、あるいは有権者

の縮図をつくることができているということにさ

れている。ただ、現状どちらも怪しく、今後ます

ます怪しくなるだろうということは目に見えてい

ます。

法電話世論調査に関していえば、特に最近、

より悪くなっている部分がある。固定電話の

法の調査では、電話をかけて、その電話に出た人

に世帯人数を聞いて、その中でランダムサンプリ

ングを行い、何番目に若い人に「出てください」、

「いや、いないよ」といったやり取りを行います。

拒否率は高くなりますし、そもそも接触できない

という例も多くなる。この結果、本来の対象者、

つまり有権者全体の標本からかなり絞られたごく

一部の人が回答者になっている。本来の対象者の

うち回答者になる割合は著しく低い。回答率が

％と報告されている調査でも、実際に標本から

回答した人の割合を試算すれば 割になったりす

る。本当の意味での回答率はものすごく低いわけ

です。

あるいは、携帯電話調査を行った世論調査協会

の実験的な調査によれば、回収率―これは定

義がいろいろあるのですけれども―が ． ～

％ぐらい、つまり 割を切っている。電話に出

てくれない割合が高く、電話に出たとしても協力

してくれる人よりも拒否する人のほうが多い。
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れども、ただ、比較的出口調査というのは認知が

進んできて、お願いすると大体受けてくれるので

す。 割ぐらいの人は大体受けてくれるという状

況になっています。「いいよいいよ」という人も

確かにいることは事実で、そういう「いいよいい

よ」という人が特定の層で特定の時間帯とか、そ

ういうのが強く出るときがあるのです。それから、

選挙によっても、名護市なんかはそうですけれど

も、毎回報道が大勢行って、メディアスクラムに

近い状態が投票所の外でも起きてしまうのです。

そんなときは、特定の人は答えないというのがあ

ります。それはすごく影響が出ます。

○松本（総合司会） あと 問だけ。今度は、そ

ういう試行をされているのかどうかという素人の

質問ですけれども、これだけ期日前が増えてきて

いて、なおかつそれなりに期日前のデータの特性

が相対化されてきているとすれば、さらには、い

わゆる出口調査方式の、投票所の現場で投票され

た方をつかまえてという調査が期日前の場合運用

が難しいとすれば、別の方法、例えばギャラップ

がやっている電話調査の情勢調査と同じようなや

り方で投票者の動向を捉えるような、そういう方

法は想定されるのでしょうか。それはちょっと無

理かなという感じなのでしょうか。その辺はいか

がですか。お一言ずつ順番に、堀江、大隈、福田

さん。

○堀江 そういう手法もあってやられている社も

ありますし、アメリカなんかでもやっているとい

うケースは聞いているのですけれども、必要性か

らいって、出口調査のほうである程度しっかりし

たデータをとれているので、まずは必要ないとい

う状況です。

○大隈 うちの場合は地方選挙に限るのですけれ

ども、今のところは出口調査をやる主体の支局が

きちんと機能している間は、コストの問題で、通

常の出口をやるほうが安いので。それがまた状況

が変わってきたらということで考えて、横目で見

てはおります。電話を使うやり方あるいはネット

を使うやり方。ただ、実用ということでいうと、

まだまだリアルな出口調査かなという感じです。

○福田 お金がかかることは大きな問題ではある

のですが、今の方法でしばらくやることになるだ

ろうと思っています。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

出口の話を一旦この辺で切りたいので、もし皆

さんのほうからご質問があれば、先ほどの山下さ

んへのご質問も含めて受けたいと思いますけれど

も、何かありますか。―よろしいですか。

（ ）電話世論調査の精度検証

○松本（総合司会） それでは、今度は情勢調査

を含めた世論調査に関して、菅原さんから問題提

起をお願いします。

○菅原 ご紹介にあずかりました菅原です。

本日は「世論調査結果は世論と呼べるのか」と

いう、そもそも論な感じのタイトルで議論を準備

いたしました。

過去の大会の記録等を読みましたが、当然では

ありますが、技術的な議論が中心となっていまし

た。個人的には専門的で非常におもしろく、重要

な議論と感じましたが、ただ、こうした議論はど

うしても調査担当者の内輪の議論になってしまい

がちで、世論あるいは世論調査というものが実際

に用いられる、影響を受ける側の人たちが蚊帳の

外になっているなという印象も持ちました。

そういうわけで、本日はもうちょっと我々、つ

まり専門家ではない側からの疑問に答えていただ

く感じで論点を用意しました。

加えて、 年の参議院選挙において、情勢

調査と呼ばれるものが大分変わってきました。こ

れは単に情勢調査、選挙結果予測の問題だけでは

なくて、世論調査に関しても重要な転機になるの

ではないかと思われます。これらを踏まえ、より

大きな問題提起をしたいと思います。

〔スライド 〕まず、世論調査の現状を端的に

把握してみたいということで、数字を持ってきま

した。朝日新聞さんの選挙後の調査ですが、

〔スライド 〕
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年と 年のデータを持ってきました。これを

見ると、現実と調査結果がかなりずれていること

がわかります。

最初に一番下のデータを見ていただきますと、

年、 年という つの選挙において、自

民党の比例区の得票率は ％となっています。

これは有権者の中における得票率、いわゆる絶対

得票率なので、有権者 億数百万人ぐらいに対し

て ， 万前後の人が自民党に投票したという

ことを意味します。これに対して、世論調査で

「自民党に投票した」という人は、それぞれ、

％、 ％となっていました。自民党支持率はさ

らにこれより高い値、 ％、 ％となっていまし

た。そして内閣支持率は ％となっていました。

これらの数字からは大きく分けて つの論点か

浮かび上がります。

世論調査が本当に「有権者の縮図」であるのな

ら、世論調査における自民党の絶対得票率も

％にならなければいけない。しかし、これが

％になっているわけですから、世論調査の回答

者が「有権者の縮図」になっていないのではない

のかという問題が つめの論点となります。

もう つの論点は、世論調査の中のほうの問題

です。自民党の支持率が ％もあるのに対して、

自民党に投票したと答えた人の割合は ％でし

かない。支持と投票とが大分ずれている。もう少

し一般的に言うと、回答分布の意味が想定や期待

と大分異なっているのではないかということです。

以下、この つの論点に分けて論じていきます。

まず つ目、「有権者全体の縮図」について考え

ていきます。

繰り返しになりますが、世論調査の回答者は

「有権者全体の縮図」となるべく集められていま

す。そのうえで、結果として出てきた数字は世論

と呼ばれて報道もされています。

現在、多くのマス・メディアの世論調査では

法の電話調査により対象者を抽出し、回答者

を集めています。そうして集めてきた人たちが有

権者全体を本当に代表しているのか、あるいは有

権者全体からどの程度ゆがんでいるのかというこ

とは当然論点になってくるはずです。

これは非常に重要な論点なのですが、現在のマ

ス・メディアの世論調査では触れてはいけないも

のとなっている、もしくは諦められているという

印象を強く持ちます。世論調査の結果は世論です

よと報道しているけれども、ではそれはどれくら

い世論を代表しているのかという議論をどこもし

ていない、そういう印象を持つわけです。

一般的に専門家あるいは調査の担当者の方々か

ら聞かれる、我々の世論調査は有権者の縮図だよ

という根拠あるいは弁明は つに分けられます。

つは、無作為抽出という統計学的に適切な方法

をとっているのだから云々という形で、その手法

に依拠して、これは世論なのだと言っている。も

う つは、世論調査をもとに行っている選挙結果

の予測、情勢調査と呼ばれるものがおおむね当た

っている。これら つの根拠をもって、世論調査

結果を世論と呼ぶことができる、あるいは有権者

の縮図をつくることができているということにさ

れている。ただ、現状どちらも怪しく、今後ます

ます怪しくなるだろうということは目に見えてい

ます。

法電話世論調査に関していえば、特に最近、

より悪くなっている部分がある。固定電話の

法の調査では、電話をかけて、その電話に出た人

に世帯人数を聞いて、その中でランダムサンプリ

ングを行い、何番目に若い人に「出てください」、

「いや、いないよ」といったやり取りを行います。

拒否率は高くなりますし、そもそも接触できない

という例も多くなる。この結果、本来の対象者、

つまり有権者全体の標本からかなり絞られたごく

一部の人が回答者になっている。本来の対象者の

うち回答者になる割合は著しく低い。回答率が

％と報告されている調査でも、実際に標本から

回答した人の割合を試算すれば 割になったりす

る。本当の意味での回答率はものすごく低いわけ

です。

あるいは、携帯電話調査を行った世論調査協会

の実験的な調査によれば、回収率―これは定

義がいろいろあるのですけれども―が ． ～

％ぐらい、つまり 割を切っている。電話に出

てくれない割合が高く、電話に出たとしても協力

してくれる人よりも拒否する人のほうが多い。
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れども、ただ、比較的出口調査というのは認知が

進んできて、お願いすると大体受けてくれるので

す。 割ぐらいの人は大体受けてくれるという状

況になっています。「いいよいいよ」という人も

確かにいることは事実で、そういう「いいよいい

よ」という人が特定の層で特定の時間帯とか、そ

ういうのが強く出るときがあるのです。それから、

選挙によっても、名護市なんかはそうですけれど
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いて、なおかつそれなりに期日前のデータの特性
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した。朝日新聞さんの選挙後の調査ですが、

〔スライド 〕
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さらに、「有権者全体の縮図」の品質を、世論

調査実施各社があまり確かめていないことが問題

だと思います。自分たちの「有権者の縮図」の品

質は高いですよと主張している会社はないですよ

ね。世論調査の手法や情勢調査が世論調査の品質

を担保しないのだったら、別の方法でうちの「有

権者全体の縮図」は間違いないですよと主張しな

ければなりませんが、どこもそれをやっていない。

回答者が「有権者の縮図」とどれくらい一致し

ているかを確かめることは、別に不可能なわけで

はありません。たとえば、さっき見ていただいた

投票に行った／棄権したという投票行動結果は有

権者全体に関するデータです。つまり、全数調査

なのですから、その集計値と世論調査の回答者を

比較すれば、ずれている、ずれていないというの

は簡単にわかります。それ以外の全数調査、典型

的には国勢調査ですが、性別・年齢、就業状態、

あるいは持ち家か借家かみたいなさまざまなデー

タが存在しています。そういったデータを実際に

世論調査でも調べてみて、統計と調査結果とで比

較するだけでも有意義なはずである。でも、どこ

の社もそういった形で世論調査の品質の高さを主

張していません。

〔スライド 〕ここまでの議論を一度まとめて

おきます。論点 を大きく言えば、マス・メディ

アの 法による世論調査結果は世論と呼べるも

のなのかということになります。

細かく論点を分けると、世論調査の回答者は

「有権者全体の縮図」とは言いがたいのではない

か、そしてその「縮図」の品質を探り、重みづけ

等で補正するなどのことを行っていないのはなぜ

なのか聞いてみたいと思います。

次に論点 のほうに入っていきたいと思います。

ここでは「回答分布の意味」について取り上げま

す。これは調査を実際に行っている方々からする

と少し遠い話題になるかもしれません。ただ、世

論調査を実際に実施するに当たっても重要な論点

となるはずですので、ここで考えてみたいです。

質問への回答を集計して、何％賛成、何％支持

みたいな、そういったものを回答分布と表現しま

すが、これらは報道等で表現されたような、ある

いはそれを読んだ人、利用者が捉えたような意味

を本当にあらわすものなのかということをもっと

考えなければならないのではと思います。

たとえば世論調査で一番報道される内閣支持率

はどうでしょうか。この数字は、あくまで「支持

する」と回答なり選択をした回答者が全体の中で

これだけいたという事実を示すにすぎないもので

す。ところが、この数字を利用する側、記者や読

者といった方々は、この単なる数字を安倍さんが

好きだとか、応援するとか、評価するとか、政権

の政策に期待するとか、政権を継続することを希

望するとか、より強い意味で捉えがちです。

〔スライド 〕最近よく、若者が自民党とか安

倍政権を支持しているといったことが話題になり

ます。内容を細かく述べずに見出しだけ挙げてお

きますが、日経新聞であれば「分断」という言葉

を使ってみたり、毎日新聞であれば「現状維持志

向」と捉えてみたり、朝日新聞であれば「格差認

め自民支える」みたいな形で報道している。

〔スライド 〕

〔スライド 〕
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このように、固定電話にしろ携帯電話にしろ、

回答者は有権者全体の標本からかなり絞り込まれ

たごく一部の人ということになります。

携帯電話調査を導入する際、携帯電話を導入し

ても固定電話のみの調査と結果は大差がなかった、

だから大丈夫といったことが言われました。でも

これは結局、固定電話による調査自体が非常にゆ

がんでいて、同じように携帯電話もゆがんでいた

から余り変わらなかったということなのだと思い

ます。

〔スライド 〕もっとも、有権者全体と回答者

の間にどういうずれが出ているのかを正確に示す

データはあまりありません。その中で、冒頭に示

した投票に行ったか行かないかというのは、実際

の投票率と比較できるのでおそらく一番参考とな

るデータです。 年衆議院選挙直後の調査で

は、読売は「投票に行かなかった」が ％、朝日

は「投票していない」が ％となっていました。

しかし、実際の棄権率は ． ％でしたから、朝

日で半分、読売だと 分の に棄権者の割合が減

っている。もちろん、これには棄権者が無回答に

流れたり、投票したと嘘をついた部分もあるでし

ょう。ただそうした部分を含めても棄権率 ．

％にはおそらく全く達しません。

今夏の参議院選挙についても同じで、棄権率

． ％に対して、朝日新聞の選挙後調査のデー

タでは ％、ここに載せませんでしたけれども、

早稲田大学と読売新聞の共同郵送調査でも ％

でした。世論調査にはそれくらいの割合でしか棄

権者は含まれていない。

このように、世論調査からは多くの投票棄権層

が漏れ落ちていると考えられます。これは政治に

対して関心が低い層が抜け落ちていることを意味

します。このような傾向は昔の面接調査からあり、

電話調査だけの傾向ではないですが、現在では投

票率が大きく低下していますから、回答者の構成

は以前よりも大きく歪んでいるのではと考えられ

ます。

もう つの根拠についても述べておきます。選

挙情勢調査は世論調査と同じ手法を用いて行われ

ていますが、実際に世に出てくるのはその調査結

果ではありません。どの人が当選しそうか、しそ

うでないかという文章や、個々の選挙区の予測を

合算して、各党どれくらいの議席をとりそうかと

いう議席数予測しか出てはきません。これは公選

法の規定等もあって仕方がないところもあります

が、いずれにしても世論調査の正しさを示すもの

ではない。その予測自体も、細かく見れば結構外

れていますし、中でも維新の会の予測が低く出が

ちだということはよく言われています。

また、選挙情勢調査で聞かれる投票予定は、投

票結果そのものではありません。投票予定と結果

の分布が似ていたとしても、実際に選挙に投票し

にいった人々の行動と調査回答者の行動が一致し

ていることを意味せず、縮図を評価する際に有益

な証拠とは決して言えません。

選挙結果予測では情勢調査の値を予測式で変換

してその数字をもとに予測することがありますが、

これは調査結果がゆがんでいることを暗に前提と

しています。選挙情勢調査やこれに基づく選挙結

果予測は、決して世論調査の信頼性を保証するも

のではないわけです。

〔スライド 〕最近では、従前の世論調査の手

法に頼らずに予測を行う試みも出てきていますか

ら、情勢調査を世論調査の信頼性の根拠にはでき

なくなってくるでしょう。

〔スライド 〕

〔スライド 〕
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と思います。

いずれにしても、自民党を支持していれば大部

分は自民党に投票するはずだという我々の側のイ

メージは、通用しなくなっています。「支持」を

はじめとする政治意識に関する回答分布の意味や

背景を、捉え直したほうがよいのではないかと思

います。

以上の話は「支持」に限りません。回答する側

の意見が明確でなくても、世論調査というものは、

何らかの選択肢を与えて回答分布を無理やりつく

り出すものです。しかしこのために、本来我々の

世論が持っている曖昧さや政治への無関心のよう

なものが無視され、あるいは捨て去られてしまう

ことになります。少数の選択肢に無理やり回答を

追い込んで具体的な数字に変換してしまう、世論

調査にはそういうところがある。その結果として、

本来あるはずの我々の意識の曖昧さが回答分布に

表出されない、消えてしまっていると考えられま

す。

この説の傍証としては、毎日新聞の内閣支持率

が挙げられます。同社世論調査では、内閣支持の

質問で「支持する」、「支持しない」以外に「関心

がない」という選択肢をわざわざ含ませているの

ですが、これを見てみると、他社の調査であれば

「支持」、「不支持」と答えていそうな層の多くが

「関心がない」を選んでいます。そして、若年層

ほど「関心がない」の割合が高い傾向が見られま

す。このように、選択肢を用意するかしないかの

違いが、回答分布にかなり影響しています。若年

層のように政治関心が低い層であれば、この影響

は強くなると考えられます。

これに加えて、電話調査にも問題があります。

電話で答えてもらうためには、どうしても選択肢

は単純に、数も少なくしなければなりません。単

純な質問、少数の選択肢が要求されるために、選

択肢に追い込む作用が強くなります。結果、「賛

成」「反対」ですとか、「思う」「思わない」、「期

待できる」「期待できない」といった形式の、政

治に関する個人の感想を聴取するような調査が増

える。

〔スライド 〕データをお見せしておきます。

この図では毎日新聞世論調査における選択肢の数

の年平均値の推移を 年代から示しています。

ここでは、毎回、連続して聞くような固定的な

「内閣支持」、「政党支持」あるいは「政党の投票

予定」みたいな質問とそれ以外の質問に分けてい

ます。毎日新聞の場合、 年から 法の調

査が導入され、その後選択肢の数が大きく減って

きているのがわかります。常設的な質問では、政

党の数自体が減ったり増えたりしているために見

えにくいですが、それ以外の質問では選択肢の数

がかなり絞られてきている。数字としては とい

う値に近づいてきている。この図では、実際には

選択肢として提示されていない「わからない」や

「無回答」といった項目も選択肢であったとみな

して集計していますから、実際には 択になって

きていることになります。「内閣支持」や「政党

支持」以外の時事的な質問の選択肢が つに絞ら

れてきているのです。

〔スライド 〕そういった 択が実際どうい

う文言で聞いているのかまとめてみますと、「賛

成」「反対」で聞いているものが 分の ほど。

「思う」「思わない」を加えると、それでもう半

分になります。「期待できる」「期待できない」、

〔スライド 〕

〔スライド 〕
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〔スライド 〕では実際どうなのかということ

をデータで見てみます。内閣支持率や自民党支持

率について先ほど全体を集計した数字については

並べましたが、これらの数字の年代別の傾向を見

ていきます。これは先ほどと同様に 年衆院

選後の朝日新聞の世論調査の数字ですが、若者ほ

ど自民党を支持していると言えるのかと問われる

と、本当にそうかなと考えさせるデータになって

います。

一番下の水色の折れ線がありますが、出口調査

における各年代の自民党相対得票率と、総務省発

表の年代別投票率を掛け合わせて、各年代でどれ

くらいの割合で自民党に投票しているのか、つま

り自民党の絶対得票率を折れ線グラフで示したも

のです。この折れ線グラフを見ると、若い人ほど

自民党に投票していない傾向があることは明らか

です。これに対して、世論調査で自民党に投票し

たと回答した割合は、かなりうねっています。一

方、自民党支持率となると、世論調査の自民党得

票率よりもさらに高い位置に来ており、特に若い

人ほど出口調査の自民党得票率や世論調査内での

得票率に比べて高い位置に数字が来ています。内

閣支持率はその上に来ています。

〔スライド 〕 年の参議院選挙でも同じよ

うな傾向となっていて、若い人ほど自民党に投票

する割合が低めであるのに対して、自民党支持率

と内閣支持率は年代による格差が小さくなってい

ます。

このように、同じ世論調査の中でも自民党支持

率や内閣支持率に比べて「自民党に投票した」と

いう割合が若い層ほど低い傾向が見られます。こ

れは意識と投票の関連が弱いと言い換えられるで

しょう。支持意識と投票行動に一貫性が見られな

い。全くないわけではないですけれども、我々が

想起したり期待したりするほど強くはないのです。

特に若年層ではその傾向が強いと言えます。

〔スライド 〕どうしてこのような傾向になる

のかを、ここでいろいろ考えだすと切りがありま

せんので、簡単に仮説を示しておきます。人々の

政治意識に関して世論調査では、たとえば内閣を

「支持しますか」、「支持しませんか」と聞いて回

答してもらっているわけですが、多くの人々、特

に政治関心の低い人々は、その答えを事前に用意

しているわけではありません。質問をされたので

仕方なく答えやすい選択肢を選んだ結果が、内閣

支持率をはじめとする政治意識に関する回答分布

と言えるでしょう。一方、選挙でどの党に投票し

たかは、その人が実際に行った行動ですから、政

治意識よりは明確に答えられます。政治関心の低

い人は投票に行かず自民党にも投票しませんが、

その一方で何となく「支持する」と答えてしまう

ことがあるのです。このような感じで、内閣や自

民党に「支持」と回答しているのに自民党に投票

していない人々が多数出現しているのではないか

〔スライド 〕

〔スライド 〕

〔スライド 〕
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と思います。

いずれにしても、自民党を支持していれば大部

分は自民党に投票するはずだという我々の側のイ

メージは、通用しなくなっています。「支持」を

はじめとする政治意識に関する回答分布の意味や

背景を、捉え直したほうがよいのではないかと思

います。

以上の話は「支持」に限りません。回答する側

の意見が明確でなくても、世論調査というものは、

何らかの選択肢を与えて回答分布を無理やりつく

り出すものです。しかしこのために、本来我々の

世論が持っている曖昧さや政治への無関心のよう

なものが無視され、あるいは捨て去られてしまう

ことになります。少数の選択肢に無理やり回答を

追い込んで具体的な数字に変換してしまう、世論

調査にはそういうところがある。その結果として、

本来あるはずの我々の意識の曖昧さが回答分布に

表出されない、消えてしまっていると考えられま

す。

この説の傍証としては、毎日新聞の内閣支持率

が挙げられます。同社世論調査では、内閣支持の

質問で「支持する」、「支持しない」以外に「関心

がない」という選択肢をわざわざ含ませているの

ですが、これを見てみると、他社の調査であれば

「支持」、「不支持」と答えていそうな層の多くが

「関心がない」を選んでいます。そして、若年層

ほど「関心がない」の割合が高い傾向が見られま

す。このように、選択肢を用意するかしないかの

違いが、回答分布にかなり影響しています。若年

層のように政治関心が低い層であれば、この影響

は強くなると考えられます。

これに加えて、電話調査にも問題があります。

電話で答えてもらうためには、どうしても選択肢

は単純に、数も少なくしなければなりません。単

純な質問、少数の選択肢が要求されるために、選

択肢に追い込む作用が強くなります。結果、「賛

成」「反対」ですとか、「思う」「思わない」、「期

待できる」「期待できない」といった形式の、政

治に関する個人の感想を聴取するような調査が増

える。

〔スライド 〕データをお見せしておきます。

この図では毎日新聞世論調査における選択肢の数

の年平均値の推移を 年代から示しています。

ここでは、毎回、連続して聞くような固定的な

「内閣支持」、「政党支持」あるいは「政党の投票

予定」みたいな質問とそれ以外の質問に分けてい

ます。毎日新聞の場合、 年から 法の調

査が導入され、その後選択肢の数が大きく減って

きているのがわかります。常設的な質問では、政

党の数自体が減ったり増えたりしているために見

えにくいですが、それ以外の質問では選択肢の数

がかなり絞られてきている。数字としては とい

う値に近づいてきている。この図では、実際には

選択肢として提示されていない「わからない」や

「無回答」といった項目も選択肢であったとみな

して集計していますから、実際には 択になって

きていることになります。「内閣支持」や「政党

支持」以外の時事的な質問の選択肢が つに絞ら

れてきているのです。

〔スライド 〕そういった 択が実際どうい

う文言で聞いているのかまとめてみますと、「賛

成」「反対」で聞いているものが 分の ほど。

「思う」「思わない」を加えると、それでもう半

分になります。「期待できる」「期待できない」、
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〔スライド 〕では実際どうなのかということ

をデータで見てみます。内閣支持率や自民党支持

率について先ほど全体を集計した数字については

並べましたが、これらの数字の年代別の傾向を見

ていきます。これは先ほどと同様に 年衆院

選後の朝日新聞の世論調査の数字ですが、若者ほ

ど自民党を支持していると言えるのかと問われる

と、本当にそうかなと考えさせるデータになって

います。

一番下の水色の折れ線がありますが、出口調査

における各年代の自民党相対得票率と、総務省発

表の年代別投票率を掛け合わせて、各年代でどれ

くらいの割合で自民党に投票しているのか、つま

り自民党の絶対得票率を折れ線グラフで示したも

のです。この折れ線グラフを見ると、若い人ほど

自民党に投票していない傾向があることは明らか

です。これに対して、世論調査で自民党に投票し

たと回答した割合は、かなりうねっています。一

方、自民党支持率となると、世論調査の自民党得

票率よりもさらに高い位置に来ており、特に若い

人ほど出口調査の自民党得票率や世論調査内での

得票率に比べて高い位置に数字が来ています。内

閣支持率はその上に来ています。

〔スライド 〕 年の参議院選挙でも同じよ

うな傾向となっていて、若い人ほど自民党に投票

する割合が低めであるのに対して、自民党支持率

と内閣支持率は年代による格差が小さくなってい

ます。

このように、同じ世論調査の中でも自民党支持

率や内閣支持率に比べて「自民党に投票した」と

いう割合が若い層ほど低い傾向が見られます。こ

れは意識と投票の関連が弱いと言い換えられるで

しょう。支持意識と投票行動に一貫性が見られな

い。全くないわけではないですけれども、我々が

想起したり期待したりするほど強くはないのです。

特に若年層ではその傾向が強いと言えます。

〔スライド 〕どうしてこのような傾向になる

のかを、ここでいろいろ考えだすと切りがありま

せんので、簡単に仮説を示しておきます。人々の

政治意識に関して世論調査では、たとえば内閣を

「支持しますか」、「支持しませんか」と聞いて回

答してもらっているわけですが、多くの人々、特

に政治関心の低い人々は、その答えを事前に用意

しているわけではありません。質問をされたので

仕方なく答えやすい選択肢を選んだ結果が、内閣

支持率をはじめとする政治意識に関する回答分布

と言えるでしょう。一方、選挙でどの党に投票し

たかは、その人が実際に行った行動ですから、政

治意識よりは明確に答えられます。政治関心の低

い人は投票に行かず自民党にも投票しませんが、

その一方で何となく「支持する」と答えてしまう

ことがあるのです。このような感じで、内閣や自

民党に「支持」と回答しているのに自民党に投票

していない人々が多数出現しているのではないか
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でしょう。

日韓関係について普段から真剣に考えて、「こ

うあるべきだ」みたいなことを考えている人は、

それほど多くはないでしょう。それでも、 つの

選択肢を与えて、このうちどっちを選びますかと

迫れば、文言の差でどちらかが「強い意見」にな

ってしまうわけです。その結果をもって、日本人

は韓国との関係改善を望んでいないと報道されて、

向こうの国でも同じように報道される、そういう

構図になっているのです。

世論調査報道で問題なのは、こういった回答分

布が出てきたときに、その回答分布を絶対化して

しまうことがあることです。本来いろいろな質問

文があって、さまざまな選択肢があれば、多様な

回答分布が出てくるはずの曖昧な世論が、ある一

時点の特定の文言による つの選択肢に対する反

応によって、これが今の日本人の世論だと決めつ

けられてしまう。曖昧で流動的な世論を想定せず

に、二項対立的な、あるいはどちらか極端な意見

分布を絶対化し、有権者はこう思っていると報道

してしまう。

世論調査報道のさらに悪いところは、そういっ

た数字に対して、世論調査の外側から何らかの理

由を持ってきたりすることがある点です。回答分

布という一過性の数字に、若者がこう考えている

から、こういう意識で安倍政権を支持しているん

だといった形で何か特定の理由を与えようとする

わけです。世論調査でそれを分析すればいいじゃ

ないかと思うものも含め、調査の外側から何らか

のデータなりエピソードみたいなものを持ってき

て、特殊なストーリー、因果関係を作ってしまう。

そしてこれに印象的な強い言葉、先ほどの例の

「分断」とか「自己責任」のような言葉で装飾し、

大事のように報道してしまうのです。

〔スライド 〕以上の論点 については、こ

こにお集まりの調査担当者の皆さんからすれば関

係のないことのように感じられるかもしれません。

ただそれでも世論調査に関する重要な論点だと思

いますので、ぜひ聞いてみたいと思います。

数字が先走りして、過剰な意味が込められるよ

うな世論調査報道は、記事を書く政治部を中心と

する記者の側だけの問題なのでしょうか。世論調

査を実施する側としても、たとえば中間的な選択

肢を設定して、「関心がない」とか「わからない」

とか、そういったものも含めて曖昧な意識をもっ

と表出させるべきではないでしょうか。あるいは、

回答分布の数字だけではなくて、その背景を世論

調査実施側で分析して記者に提供し、単なる数字

から誇大にストーリーを膨らませるような報道を

抑え込む、そういったことを企図してもいいので

はないかと思うのですが、どうでしょうか。

以上、少し長くなりましたが、ご清聴ありがと

うございました。（拍手）

○松本（総合司会） ありがとうございました。

番目の論点に関しては、ここにも政治部関係

者がたくさんいらっしゃるので、そっちに投げた

いなと思うのですけれども、論点 のところを中

心に、ぜひとも世論調査を担っている方々に反論

していただきたいと思います。

すみません、順番を変えます。鈴木さんからお

願いします。

○鈴木 分しかないので論点を絞ったほうが

よかったかもしれないのですが、菅原先生に対し

て一通り感想を用意しました。当たり前だと思う

こともあるし、建前を言われると弱いなというと

ころもあるのですが、お話を聞いていると「調査

とは何か」ということを言わなければいけない気

分になる。

〔パワーポイント映写 以下、画面ごとにＰ）と

表記〕

Ｐ） 「調査は実態ではない」ということは、

我々にとっては当たり前です。意識調査と実態調

査。意識と行動は違う。そういったことを基本的

に踏まえている。

Ｐ） 菅原先生は「調査結果が世論からズレてい

る」と言われる。すると、菅原先生の中には「真

の世論」というものがあるのかな、と思わざるを

得ない。真の世論があって、調査結果は偽の世論

になっていないか、という問題の立て方をしてい

〔スライド 〕
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「評価する」「評価しない」、「支持する」「支持し

ない」を合わせると大体 割くらいを占めていま

した。

〔スライド 〕このような形で、世論調査は

曖昧な我々の政治意識を無理やり回答分布に追い

込んでいます。この結果、実際には曖昧な意識が、

「賛成」と「反対」とに分断されているとか、あ

るいは「支持しない」が圧倒的に高いというよう

な形で、二項対立的であったり、極端な回答分布

に変換されてしまうことになります。この回答分

布のマジックにより、曖昧さが消えて、人々の強

い意志とか意向のような「世論」が産出されてし

まうのです。

そして、皮肉なことですけれども、報道する側

としては、こういった極端な数字、回答分布ほど

ニュースバリューがあるわけです。たとえば、消

費税増税に「反対」が ％とかと出てくると、

「これだけ反対が集まっているのに何で実施する

んだ」といった報道に繋がります。現在の世論調

査は、曖昧な我々の意識を 択の回答分布に追い

込んで、鋭い「世論」を作ってしまう作用が強い

のです。

ここまでは朝日、毎日の例が多かったので、こ

こで読売と日経の最近の例を紹介しておきましょ

う。

〔スライド 〕これは最近の読売新聞の世論

調査で日韓関係について聞いていた質問です。読

み上げますと、「日本と韓国は、第 次世界大戦

中の元徴用工の問題などを巡り、対立が続いてい

ます。今後の日韓関係について、次の つの意見

のうち、あなたの考えに近い方を選んでくださ

い。」と、結構長い質問になります。これに対し

て選択肢は つ設定されています。「関係改善が

進むよう、日本が韓国に歩み寄ることも考えるべ

きだ」 ％、「受け入れがたい主張を韓国がして

いる限り、関係が改善しなくてもやむを得ない」

％という感じです。

〔スライド 〕日経でも 月に同様の調査を

行っていました。こちらでは「関係改善のため譲

歩することもやむを得ない」 ％、「関係改善を

急ぐ必要はない」 ％となっています。

これらの数字を見ると、「日韓関係、悪くなっ

てもいいや」みたいな人が 分の を占めていま

す。でも、このような結果は選択肢の文言により

生じている部分も大きいと考えられます。たとえ

ば、「日本が韓国に歩み寄ることも考えるべきだ」

や「関係改善のため譲歩することもやむを得ない」

でなく、「関係改善を進めてほしい」だったら、

もう少し数字は上がるかもしれません。「受け入

れがたい主張を韓国がしている限り、関係が改善

しなくてもやむを得ない」や「関係改善を急ぐ必

要はない」ではなく、「関係改善すべきでない」

であれば、否定的意見の割合はもっと少なかった

〔スライド 〕

〔スライド 〕

〔スライド 〕
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でしょう。

日韓関係について普段から真剣に考えて、「こ

うあるべきだ」みたいなことを考えている人は、

それほど多くはないでしょう。それでも、 つの

選択肢を与えて、このうちどっちを選びますかと

迫れば、文言の差でどちらかが「強い意見」にな

ってしまうわけです。その結果をもって、日本人

は韓国との関係改善を望んでいないと報道されて、

向こうの国でも同じように報道される、そういう

構図になっているのです。

世論調査報道で問題なのは、こういった回答分

布が出てきたときに、その回答分布を絶対化して

しまうことがあることです。本来いろいろな質問

文があって、さまざまな選択肢があれば、多様な

回答分布が出てくるはずの曖昧な世論が、ある一

時点の特定の文言による つの選択肢に対する反

応によって、これが今の日本人の世論だと決めつ

けられてしまう。曖昧で流動的な世論を想定せず

に、二項対立的な、あるいはどちらか極端な意見

分布を絶対化し、有権者はこう思っていると報道

してしまう。

世論調査報道のさらに悪いところは、そういっ

た数字に対して、世論調査の外側から何らかの理

由を持ってきたりすることがある点です。回答分

布という一過性の数字に、若者がこう考えている

から、こういう意識で安倍政権を支持しているん

だといった形で何か特定の理由を与えようとする

わけです。世論調査でそれを分析すればいいじゃ

ないかと思うものも含め、調査の外側から何らか

のデータなりエピソードみたいなものを持ってき

て、特殊なストーリー、因果関係を作ってしまう。

そしてこれに印象的な強い言葉、先ほどの例の

「分断」とか「自己責任」のような言葉で装飾し、

大事のように報道してしまうのです。

〔スライド 〕以上の論点 については、こ

こにお集まりの調査担当者の皆さんからすれば関

係のないことのように感じられるかもしれません。

ただそれでも世論調査に関する重要な論点だと思

いますので、ぜひ聞いてみたいと思います。

数字が先走りして、過剰な意味が込められるよ

うな世論調査報道は、記事を書く政治部を中心と

する記者の側だけの問題なのでしょうか。世論調

査を実施する側としても、たとえば中間的な選択

肢を設定して、「関心がない」とか「わからない」

とか、そういったものも含めて曖昧な意識をもっ

と表出させるべきではないでしょうか。あるいは、

回答分布の数字だけではなくて、その背景を世論

調査実施側で分析して記者に提供し、単なる数字

から誇大にストーリーを膨らませるような報道を

抑え込む、そういったことを企図してもいいので

はないかと思うのですが、どうでしょうか。

以上、少し長くなりましたが、ご清聴ありがと

うございました。（拍手）

○松本（総合司会） ありがとうございました。

番目の論点に関しては、ここにも政治部関係

者がたくさんいらっしゃるので、そっちに投げた

いなと思うのですけれども、論点 のところを中

心に、ぜひとも世論調査を担っている方々に反論

していただきたいと思います。

すみません、順番を変えます。鈴木さんからお

願いします。

○鈴木 分しかないので論点を絞ったほうが

よかったかもしれないのですが、菅原先生に対し

て一通り感想を用意しました。当たり前だと思う

こともあるし、建前を言われると弱いなというと

ころもあるのですが、お話を聞いていると「調査

とは何か」ということを言わなければいけない気

分になる。

〔パワーポイント映写 以下、画面ごとにＰ）と

表記〕

Ｐ） 「調査は実態ではない」ということは、

我々にとっては当たり前です。意識調査と実態調

査。意識と行動は違う。そういったことを基本的

に踏まえている。

Ｐ） 菅原先生は「調査結果が世論からズレてい

る」と言われる。すると、菅原先生の中には「真

の世論」というものがあるのかな、と思わざるを

得ない。真の世論があって、調査結果は偽の世論

になっていないか、という問題の立て方をしてい

〔スライド 〕
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「評価する」「評価しない」、「支持する」「支持し

ない」を合わせると大体 割くらいを占めていま

した。

〔スライド 〕このような形で、世論調査は

曖昧な我々の政治意識を無理やり回答分布に追い

込んでいます。この結果、実際には曖昧な意識が、

「賛成」と「反対」とに分断されているとか、あ

るいは「支持しない」が圧倒的に高いというよう

な形で、二項対立的であったり、極端な回答分布

に変換されてしまうことになります。この回答分

布のマジックにより、曖昧さが消えて、人々の強

い意志とか意向のような「世論」が産出されてし

まうのです。

そして、皮肉なことですけれども、報道する側

としては、こういった極端な数字、回答分布ほど

ニュースバリューがあるわけです。たとえば、消

費税増税に「反対」が ％とかと出てくると、

「これだけ反対が集まっているのに何で実施する

んだ」といった報道に繋がります。現在の世論調

査は、曖昧な我々の意識を 択の回答分布に追い

込んで、鋭い「世論」を作ってしまう作用が強い

のです。

ここまでは朝日、毎日の例が多かったので、こ

こで読売と日経の最近の例を紹介しておきましょ

う。

〔スライド 〕これは最近の読売新聞の世論

調査で日韓関係について聞いていた質問です。読

み上げますと、「日本と韓国は、第 次世界大戦

中の元徴用工の問題などを巡り、対立が続いてい

ます。今後の日韓関係について、次の つの意見

のうち、あなたの考えに近い方を選んでくださ

い。」と、結構長い質問になります。これに対し

て選択肢は つ設定されています。「関係改善が

進むよう、日本が韓国に歩み寄ることも考えるべ

きだ」 ％、「受け入れがたい主張を韓国がして

いる限り、関係が改善しなくてもやむを得ない」

％という感じです。

〔スライド 〕日経でも 月に同様の調査を

行っていました。こちらでは「関係改善のため譲

歩することもやむを得ない」 ％、「関係改善を

急ぐ必要はない」 ％となっています。

これらの数字を見ると、「日韓関係、悪くなっ

てもいいや」みたいな人が 分の を占めていま

す。でも、このような結果は選択肢の文言により

生じている部分も大きいと考えられます。たとえ

ば、「日本が韓国に歩み寄ることも考えるべきだ」

や「関係改善のため譲歩することもやむを得ない」

でなく、「関係改善を進めてほしい」だったら、

もう少し数字は上がるかもしれません。「受け入

れがたい主張を韓国がしている限り、関係が改善

しなくてもやむを得ない」や「関係改善を急ぐ必

要はない」ではなく、「関係改善すべきでない」

であれば、否定的意見の割合はもっと少なかった

〔スライド 〕

〔スライド 〕

〔スライド 〕
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す。

結局 （測定の信頼性）だけは絶対

に追求するしかない。それは達成できるから、せ

めてそれはやらないといけない。だけど、

（測定の妥当性）は「世論の定義」と同

じ穴に落ちていく。曖昧な・よくわからない「世

論」をちゃんと表現できているのか、という議論

を始めると結論に達しない。それ以外のやれると

ころを一生懸命やる。ただし、これは論点 と関

係があって、論点 は、おっしゃるとおりだなと

いう部分があります。

全体の再現性という菅原先生の言葉の定義がよ

くわからない。測定の信頼性という意味の再現性

はあります。偏りを補正するとかいう操作はしな

い。安定性、つまり、偏っているわけだけれど、

いつも同じように安定して偏っているんだよ、若

者の回答率は低い、だんだん低下しているんだよ、

ということをちゃんと示す必要はあると思います。

若者の問題と関係するけれども、そういうこと

（若者意見が過少反映）は示さないといけない。

重みをつけて、まるで国勢調査と同じような性・

年代分布をしていると見せるほうが罪。比較可能

なのは実態の項目（性別や年代分布）だけです。

それ以外（意見分布）は結局よくわからない。

Ｐ） 論点 に関しては、記事を書く人、結果を

使う人の問題にかかわる。この問題は指摘され続

けるしかない。公的統計（毎月勤労統計）の不正

問題のときにも感じたけれども、データをつくる

人と使う人という問題と関係している。

Ｐ） 若者の問題は大体菅原先生がおっしゃった

とおり。日本経済新聞でも「若者は自民がお好

き？」というコラムが載りました。私もこのこと

については、さんざんこれまでも言ってきた。デ

ータの見方という問題です。大半は菅原先生のご

指摘のとおりだと思いますが、幾つか論点を述べ

させていただきました。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

では、続いて福田さん。

○福田 漏れがあるかもしれないですが、いくつ

か答えていきたいと思います。

私は鈴木さんのようにきれいなスライドを準備

していなくて、グラフをたくさんつくってきただ

けなので、しゃべりだけの部分もあります。

〔パワーポイント映写 以下、画面ごとにＰ）と

表記〕

まず、読売新聞選挙後調査、「投票に行かなか

った」が ％というのはあまりにも低いなと思っ

て調べてみましたところ、確かに 年の衆院

選の直後の調査で、「（比例選で）どの政党に投票

しましたか」という質問を聞いていて、その結果

「投票に行かなかった」が ％になっていました。

よく調べると、「投票に行かなかった」という選

択肢を読み上げていないことがわかりましたので、

ここは読み上げるべきだったと思っております。

朝日新聞社さんは結構いい聞き方をしているな

と思っていまして、「今回の衆議院選挙で投票し

ましたか、投票しませんでしたか」と一回聞いて、

投票した場合は「比例区ではどの政党に入れまし

たか。政党名でお答えください」と聞いているの

で、今後は参考にさせていただきたいと思ってい

ます。改善したいと思っております。

次の論点として、選挙予測が当たっているとい

うのは世論調査の精度を保証しないのではないか、

根拠とならないのではないかという指摘について

です。

選挙予測をうまく当てるというのは私たちにと

ってとても大事なことなのですね。 年のア

メリカの大統領選で何が起こったかというと、予

測を見事に外して、その後、トランプ大統領の

「選挙を外したやつらがまた世論調査の捏造結果

を出した」というようなつぶやきが繰り返されて

います。（選挙調査と世論調査は）同じ方法で調

査をしているわけですから、電話調査の信頼性に

かかわってくると思っています。ただ、根拠には

ならないのではないかというのはご指摘の通りで、

確かに投票者という一部分が当てられているから

といって全体が当たっていますよというのはおか

しい話であると思います。ただ、一部分が外れて

いるのに全体が当たるということはないわけです

から、そういう意味では、一部分が当たることは

全体が当たることの必要条件ではありますので、

世論調査の信頼性を支える一つの材料となるので

はないかと思っています。いわゆる状況証拠みた

いなものかなと私は考えております。

その上で、マスコミの調査は世論と呼べるもの

なのかという問いかけがありましたけれども、世

論調査をやる者としては、世論と呼べますと答え

ておきたいと思います。だからといって、パーフ

ェクトな世論を表しているのだと言うつもりはな

くて、世論の一側面は捉えているのではないかと

私は思っています。

ただ、答え合わせができないわけですよね。で
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ると思います。こういう問題の立て方をすると出

口がないと思います。

Ｐ） 伝統的な統計学では、母数は定数で 個だ

けある。母集団に真の値が存在し、標本から母数

に対するズレ（標本誤差）を議論する。しかし、

世論の場合はそうはいかない。「世論とは何か」

という昔からの議論につながってしまう。さんざ

ん大昔からやっていて、もう一回やるのかなとい

うことですね。「世論」には複数の定義がある。

らは つ示した。 年代に「世論とは何か」

という一冊の本が出た。大ざっぱに我々は「世論

は有権者の意見の分布だろう」というぐらいに思

っていると思いますが、なかなか「真の世論」は

一つに決まらない。この場合は （測定

の妥当性）が重要になりますが、そもそも「世論

とは何か」という終わらない議論に入ってしまう。

我々のような業界人が合意しているのは、「世

論とは、世論調査の方法による意見構造・分布で

ある」ということです。これは林知己夫の定義で

すが、操作主義的な定義をするしかない、という

立場です。だからこそ、方法論が重要なのだとい

うことを言い続けてきたと思います。この立場で

は、 （測定の信頼性）が重要になる

と思います。

Ｐ） 菅原先生が言われる「有権者の縮図」とは

何か、ということを考えなければいけません。有

権者は目標母集団。有権者名簿は枠母集団。枠母

集団からの確率標本は、一応は有権者の縮図にな

っていますが、これだけでは不十分。測定の問題

がある。抽出の問題と測定の問題を区別して考え

る必要がある。同じ計画標本に対しても、異なる

測定刺激を与えると異なる数字が生成されるとい

う問題がある。さらにそれだけでは不十分で、回

収率の問題がある。それらにより「縮図」はどん

どんゆがんでいく。計画標本のうち回収標本の割

合が低いという事態は、有権者のうち投票者の割

合が低いという事態と実は非常に似ています。

Ｐ） 有権者とか投票者とか、母集団と標本の誤

差の関係はこの図のようになっています。

Ｐ） 「世論調査は有権者の縮図ではない」と私

が言ってはいけないけれど、しかし、縮図たらん

としているわけです。報道機関が「これが世論だ」

と伝えるために、やれることは全部やる必要があ

るので、それをやっている。

計画標本は確かに縮図だけれども、机上の理論。

計画どおりには人々は実践しない。人々（有権者）

はちゃんと拒否するわけですね。これ（回答拒否）

は新聞社の問題でしょうか。有権者を含めたみん

なの問題ではないのか。立派な世論調査をやるの

だったら、みんな答えなきゃだめじゃないか、と

言いたいぐらいなのですけれども強制はしない。

あたう限り誠心誠意、協力をお願いした上で、あ

る社会状況のもとで、ある回収率となり、我が国

の民主主義のもとで自由に拒否もうそもつける、

そういう前提に立つしかない。

特に学者に多いのだけれども、ズレは重み集計

したら補正できるという。これはやめたほうがい

いというのが私の持論です。

測定装置（調査票・質問文）によって測定結果

が異なるという問題は、常に注意と改善余地があ

ります。

Ｐ） 選挙予測調査と世論調査は違う。手法は同

じ。選挙調査が世論調査の正当性の根拠として使

われるという件は、私はそう言っていません。菅

原先生が指摘しているように、そう言う人もいま

す。これは測定の信頼性を意味しているというこ

とが本質的に重要であって、よくわからない構成

概念（世論）の証拠になっているわけではないの

です。少なくとも私も言ってこなかったし、最初

から妥当性なんかは問題にしていなかったと思い

ます。林知己夫も問題にしていなかったと思いま

す。 年の林論文でもそんなことは書いてい

ない。選挙予測や世論調査をやっている人は徹底

的にそういうことは実感していると思います。つ

まり、縮図の根拠だという主張はしたことはない

と思います。だからこそ、標本抽出とか、調査票

の作り方、実査の管理とか、信頼性にかかわる部

分が徹底的に重要で、そこにしか我々が管理可能

でやれることはが残っていない。それ以外のこと

（妥当性）」――「世論とは何か」を言い始めた

ら、穴に落ちていくな、という思いでやってきた

と思います。

Ｐ） 投票予定の質問（選挙に行きますか）は、

投票率の予測には簡単には使えない。これは有権

者と投票者が異なるということと似ているし、投

票者の分布が調査回答者の分布に似ているという

ことの証拠でもあります。投票に行く人と調査の

回答をする人は似ているというか、分布がよく似

ているという意味です。まったく一緒ではないの

ですけれども。

Ｐ） 菅原先生のおっしゃる「世論調査の品質」

とは何か、ということには、少しは主張がありま
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す。

結局 （測定の信頼性）だけは絶対

に追求するしかない。それは達成できるから、せ

めてそれはやらないといけない。だけど、

（測定の妥当性）は「世論の定義」と同

じ穴に落ちていく。曖昧な・よくわからない「世

論」をちゃんと表現できているのか、という議論

を始めると結論に達しない。それ以外のやれると

ころを一生懸命やる。ただし、これは論点 と関

係があって、論点 は、おっしゃるとおりだなと

いう部分があります。

全体の再現性という菅原先生の言葉の定義がよ

くわからない。測定の信頼性という意味の再現性

はあります。偏りを補正するとかいう操作はしな

い。安定性、つまり、偏っているわけだけれど、

いつも同じように安定して偏っているんだよ、若

者の回答率は低い、だんだん低下しているんだよ、

ということをちゃんと示す必要はあると思います。

若者の問題と関係するけれども、そういうこと

（若者意見が過少反映）は示さないといけない。

重みをつけて、まるで国勢調査と同じような性・

年代分布をしていると見せるほうが罪。比較可能

なのは実態の項目（性別や年代分布）だけです。

それ以外（意見分布）は結局よくわからない。

Ｐ） 論点 に関しては、記事を書く人、結果を

使う人の問題にかかわる。この問題は指摘され続

けるしかない。公的統計（毎月勤労統計）の不正

問題のときにも感じたけれども、データをつくる

人と使う人という問題と関係している。

Ｐ） 若者の問題は大体菅原先生がおっしゃった

とおり。日本経済新聞でも「若者は自民がお好

き？」というコラムが載りました。私もこのこと

については、さんざんこれまでも言ってきた。デ

ータの見方という問題です。大半は菅原先生のご

指摘のとおりだと思いますが、幾つか論点を述べ

させていただきました。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

では、続いて福田さん。

○福田 漏れがあるかもしれないですが、いくつ

か答えていきたいと思います。

私は鈴木さんのようにきれいなスライドを準備

していなくて、グラフをたくさんつくってきただ

けなので、しゃべりだけの部分もあります。

〔パワーポイント映写 以下、画面ごとにＰ）と

表記〕

まず、読売新聞選挙後調査、「投票に行かなか

った」が ％というのはあまりにも低いなと思っ

て調べてみましたところ、確かに 年の衆院

選の直後の調査で、「（比例選で）どの政党に投票

しましたか」という質問を聞いていて、その結果

「投票に行かなかった」が ％になっていました。

よく調べると、「投票に行かなかった」という選

択肢を読み上げていないことがわかりましたので、

ここは読み上げるべきだったと思っております。

朝日新聞社さんは結構いい聞き方をしているな

と思っていまして、「今回の衆議院選挙で投票し

ましたか、投票しませんでしたか」と一回聞いて、

投票した場合は「比例区ではどの政党に入れまし

たか。政党名でお答えください」と聞いているの

で、今後は参考にさせていただきたいと思ってい

ます。改善したいと思っております。

次の論点として、選挙予測が当たっているとい

うのは世論調査の精度を保証しないのではないか、

根拠とならないのではないかという指摘について

です。

選挙予測をうまく当てるというのは私たちにと

ってとても大事なことなのですね。 年のア

メリカの大統領選で何が起こったかというと、予

測を見事に外して、その後、トランプ大統領の

「選挙を外したやつらがまた世論調査の捏造結果

を出した」というようなつぶやきが繰り返されて

います。（選挙調査と世論調査は）同じ方法で調

査をしているわけですから、電話調査の信頼性に

かかわってくると思っています。ただ、根拠には

ならないのではないかというのはご指摘の通りで、

確かに投票者という一部分が当てられているから

といって全体が当たっていますよというのはおか

しい話であると思います。ただ、一部分が外れて

いるのに全体が当たるということはないわけです

から、そういう意味では、一部分が当たることは

全体が当たることの必要条件ではありますので、

世論調査の信頼性を支える一つの材料となるので

はないかと思っています。いわゆる状況証拠みた

いなものかなと私は考えております。

その上で、マスコミの調査は世論と呼べるもの

なのかという問いかけがありましたけれども、世

論調査をやる者としては、世論と呼べますと答え

ておきたいと思います。だからといって、パーフ

ェクトな世論を表しているのだと言うつもりはな

くて、世論の一側面は捉えているのではないかと

私は思っています。

ただ、答え合わせができないわけですよね。で
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ると思います。こういう問題の立て方をすると出

口がないと思います。

Ｐ） 伝統的な統計学では、母数は定数で 個だ

けある。母集団に真の値が存在し、標本から母数

に対するズレ（標本誤差）を議論する。しかし、

世論の場合はそうはいかない。「世論とは何か」

という昔からの議論につながってしまう。さんざ

ん大昔からやっていて、もう一回やるのかなとい

うことですね。「世論」には複数の定義がある。

らは つ示した。 年代に「世論とは何か」

という一冊の本が出た。大ざっぱに我々は「世論

は有権者の意見の分布だろう」というぐらいに思

っていると思いますが、なかなか「真の世論」は

一つに決まらない。この場合は （測定

の妥当性）が重要になりますが、そもそも「世論

とは何か」という終わらない議論に入ってしまう。

我々のような業界人が合意しているのは、「世

論とは、世論調査の方法による意見構造・分布で

ある」ということです。これは林知己夫の定義で

すが、操作主義的な定義をするしかない、という

立場です。だからこそ、方法論が重要なのだとい

うことを言い続けてきたと思います。この立場で

は、 （測定の信頼性）が重要になる

と思います。

Ｐ） 菅原先生が言われる「有権者の縮図」とは

何か、ということを考えなければいけません。有

権者は目標母集団。有権者名簿は枠母集団。枠母

集団からの確率標本は、一応は有権者の縮図にな

っていますが、これだけでは不十分。測定の問題

がある。抽出の問題と測定の問題を区別して考え

る必要がある。同じ計画標本に対しても、異なる

測定刺激を与えると異なる数字が生成されるとい

う問題がある。さらにそれだけでは不十分で、回

収率の問題がある。それらにより「縮図」はどん

どんゆがんでいく。計画標本のうち回収標本の割

合が低いという事態は、有権者のうち投票者の割

合が低いという事態と実は非常に似ています。

Ｐ） 有権者とか投票者とか、母集団と標本の誤

差の関係はこの図のようになっています。

Ｐ） 「世論調査は有権者の縮図ではない」と私

が言ってはいけないけれど、しかし、縮図たらん

としているわけです。報道機関が「これが世論だ」

と伝えるために、やれることは全部やる必要があ

るので、それをやっている。

計画標本は確かに縮図だけれども、机上の理論。

計画どおりには人々は実践しない。人々（有権者）

はちゃんと拒否するわけですね。これ（回答拒否）

は新聞社の問題でしょうか。有権者を含めたみん

なの問題ではないのか。立派な世論調査をやるの

だったら、みんな答えなきゃだめじゃないか、と

言いたいぐらいなのですけれども強制はしない。

あたう限り誠心誠意、協力をお願いした上で、あ

る社会状況のもとで、ある回収率となり、我が国

の民主主義のもとで自由に拒否もうそもつける、

そういう前提に立つしかない。

特に学者に多いのだけれども、ズレは重み集計

したら補正できるという。これはやめたほうがい

いというのが私の持論です。

測定装置（調査票・質問文）によって測定結果

が異なるという問題は、常に注意と改善余地があ

ります。

Ｐ） 選挙予測調査と世論調査は違う。手法は同

じ。選挙調査が世論調査の正当性の根拠として使

われるという件は、私はそう言っていません。菅

原先生が指摘しているように、そう言う人もいま

す。これは測定の信頼性を意味しているというこ

とが本質的に重要であって、よくわからない構成

概念（世論）の証拠になっているわけではないの

です。少なくとも私も言ってこなかったし、最初

から妥当性なんかは問題にしていなかったと思い

ます。林知己夫も問題にしていなかったと思いま

す。 年の林論文でもそんなことは書いてい

ない。選挙予測や世論調査をやっている人は徹底

的にそういうことは実感していると思います。つ

まり、縮図の根拠だという主張はしたことはない

と思います。だからこそ、標本抽出とか、調査票

の作り方、実査の管理とか、信頼性にかかわる部

分が徹底的に重要で、そこにしか我々が管理可能

でやれることはが残っていない。それ以外のこと

（妥当性）」――「世論とは何か」を言い始めた

ら、穴に落ちていくな、という思いでやってきた

と思います。

Ｐ） 投票予定の質問（選挙に行きますか）は、

投票率の予測には簡単には使えない。これは有権

者と投票者が異なるということと似ているし、投

票者の分布が調査回答者の分布に似ているという

ことの証拠でもあります。投票に行く人と調査の

回答をする人は似ているというか、分布がよく似

ているという意味です。まったく一緒ではないの

ですけれども。

Ｐ） 菅原先生のおっしゃる「世論調査の品質」

とは何か、ということには、少しは主張がありま
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後に行った郵送調査、ちょっと回答率が低め

（ ％）ではあるのですが、投票に行った人の割

合を回収の進捗の推移に従ってプロットしたもの

です。これを見ると、松林先生の分析結果とは少

し違って、大体回答率が ％上がると投票率が ．

ポイント落ちるくらいでした。これを最終的に

伸ばすと、 ％まで回収できたとすると、どこ

か途中で勾配がきつくなるのかもしれないですけ

れども、このまま伸ばしたとすると ． ％ぐら

いになりまして、実際の投票率の ． ％まで落

ちることはないだろうと考えております。

「投票率は有権者全体のデータだから比較可能

では」という指摘に関して、菅原先生は毎日新聞

のＷＥＢサイトの論考で投票率を使った補正を試

行していましたが、確かにそれは可能性があるか

なとも思いました。というのは、アメリカのピュ

ー・リサーチ・センターが最近始めた確率標本に

基づくネット調査では、政治参加意識とか、ボラ

ンティア経験に関してより高目の結果になってし

まうということで、有権者登録の有無や投票履歴

などを補正に使っていると彼らは説明しています

ので、そういう方法もありなのかなと思うのです。

ただ、今申し上げたソーシャル・デザイアビリテ

ィのうその回答の問題とか、選挙からどんどん時

間がたつと記憶の問題もあります。さらに、新し

い有権者が入ってきたときにどうするのかという

問題もあるし、課題はいくつかあるかなと思って

おります。

Ｐ） 若者の支持についてお話がありましたので、

ちょっと論旨がずれてしまうかもしれないのです

が、実は去年の 月にこんな紙面を読売新聞が出

しました。「支持年代 若者がトップ」という見出

しの記事で、内閣支持率は若者が高いのだという、

先ほど菅原先生が取り上げた記事に近いものを出

しております。

実際、（紙面の記事の）右側にあるグラフを見

ていくと、 歳代、 歳代の自民党支持率が上

がってきたという結果があって、これを出したわ

けですけれども、今回事前に資料をいただいて、

絶対得票率ではそうなっていないじゃないかとい

うご指摘をいただきましたので、私も調べてみま

した。

Ｐ） これは 年衆院選の出口調査での年代

別の自民党へ投票した人の割合と年代別の投票率

を掛け算したものです。先生がおっしゃったとお

り、若者は低くて、年齢が上がるほど割合が少し

ずつ高くなっていくという傾向が見られました。

回だけではわからないので、もう少し計算し

てみました。さかのぼって見ていきますと―

Ｐ） これが 年です。縦軸の縮尺はエクセ

ルが自動的に決めた縮尺になっているので注意し

てください。同じく若者が低くて、右肩上がりに

なっています。

Ｐ） これが 年。 。 。 。 。

。 。 。 。 。 。 年

です。気づいた方がいるかもしれませんが、もう

一回時間を進めて見ていきますと、だんだんフラ

ットに（年代差が小さく）なっていくのがわかる

かなと思います。

ですので、もちろん先生のおっしゃるとおり、

若者の自民党投票率は低目ではあるのですけれど

も、昔と比べればより自民を選ぶようになってい

るということが分かりました。

Ｐ） これが 年の立憲民主党です。これは

結構勾配がきつくなっていて、立憲民主党は若者

にはあまり選ばれていないという結果になってい

ます。同じようにさかのぼっていきます。

Ｐ） 年。 年。ここから少し形が変わ

ってきます。 年。政権交代したときですね。
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すので、先ほどの選挙調査の話みたいに、状況証

拠をいろいろ積み上げていくしかないと思ってい

ます。例えば母集団に属しているほとんど全ての

人がその調査に選ばれる確率をほんのわずかでも

持っているというのが一番重要だと思っていて、

これは郵送調査にしても成り立つし、電話調査に

しても、ほとんどの人が携帯電話もしくは固定電

話を持っているので、満たしているのではないか

と思っています。その上で、回答者の集団がゆが

まない程度には調査への協力があればいいのかな

と思っています。

Ｐ） 今回問われているのは電話調査が中心かも

しれないのですが、これは、 年 月に行っ

た郵送調査の結果です。 ， 人が対象で、回

答率が高く（ ％）、 ， 人が答えてくれまし

た。

このグラフは、横軸が回収率、縦軸が内閣支持

率です。最終的には ％でした。この点一つ一

つは、受け取りの 日目、 日目、 日目を表し

ていて、これを見ますと、回収率が ％を過ぎ

た段階で回答が安定してきます。 ± あたりを

動いているわけですけれども、回収率 ％から

先に行ったときに急激に落ちるかもしれないとい

う指摘もできなくもないのですが、それほど極端

に変わらないと思っています。

Ｐ） 同じく、これは同じ調査をやったときの自

民党支持率です。最後のところでちょっとずつ下

がってはきています。これは無党派の割合で、返

送時期が遅くなるほど政治に関心がない人が少し

多めに答えているかなという傾向は見られますが、

では（ ％からさらに回答を得られたとして）結

果が極端に変わるのかといったら、それほど動か

ないであろうと思います。

電話調査の場合は、 日間、 日間でやってし

まうので、このようなグラフはつくれないのです

が、電話調査に関しても、ファーストコンタクト、

セカンドコンタクト、 回目、 回目とどんどん

電話をかけていって、調査に答えてくれにくい人

の回答がどんどん入ってくる過程で、中間集計を

何回もやっていますが、数字はそんなに動かない

ということが分かっています。今回の 月の調査

でも、内閣支持率は最終的には ％だったので

すけれども、初めの中間集計から± ポイント以

内に入っていました。そういう意味では、内閣支

持率とか政党支持率などについては大体全体像を

捉えることができているのかなと思っております。

次に投票率の問題ですけれども、投票率が調査

で高目に出るということを材料に「世論調査の回

答者は有権者全体の縮図になっていない」と指摘

するのはちょっと決め手に欠くのではないかと思

っております。それは前半で飯田先生が触れたよ

うに、ソーシャル・デザイアビリティ・バイアス

があると思うのです。 年に大阪大の松林先

生が、明推協やＪＥＳ、東大・朝日調査など

ぐらいの選挙調査をまとめて調べて、「投票に行

った」と答えた人の割合を調べたのですけれども、

やはり全ての調査において実際の投票率より高か

ったという結果が出ていて、さらに、調査の回答

率とどのような関係があるのだというところまで

分析されていて、回答率が ％下がると投票率が

約 ． ポイント上がるという分析結果だったと

思います。そして、その松林先生の研究では、回

答率が投票率の誤差の全てを説明するわけではな

くて、大体 割ぐらいしか説明していないと。そ

れ以外については社会的望ましさ（ソーシャル・

デザイアビリティ）によるバイアスではないかと

結論づけていました。

Ｐ） これが直近にやりました、さっき菅原先生

も少し触れていたかもしれませんが、参院選の直
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後に行った郵送調査、ちょっと回答率が低め

（ ％）ではあるのですが、投票に行った人の割

合を回収の進捗の推移に従ってプロットしたもの

です。これを見ると、松林先生の分析結果とは少

し違って、大体回答率が ％上がると投票率が ．

ポイント落ちるくらいでした。これを最終的に

伸ばすと、 ％まで回収できたとすると、どこ

か途中で勾配がきつくなるのかもしれないですけ

れども、このまま伸ばしたとすると ． ％ぐら

いになりまして、実際の投票率の ． ％まで落

ちることはないだろうと考えております。

「投票率は有権者全体のデータだから比較可能

では」という指摘に関して、菅原先生は毎日新聞

のＷＥＢサイトの論考で投票率を使った補正を試

行していましたが、確かにそれは可能性があるか

なとも思いました。というのは、アメリカのピュ

ー・リサーチ・センターが最近始めた確率標本に

基づくネット調査では、政治参加意識とか、ボラ

ンティア経験に関してより高目の結果になってし

まうということで、有権者登録の有無や投票履歴

などを補正に使っていると彼らは説明しています

ので、そういう方法もありなのかなと思うのです。

ただ、今申し上げたソーシャル・デザイアビリテ

ィのうその回答の問題とか、選挙からどんどん時

間がたつと記憶の問題もあります。さらに、新し

い有権者が入ってきたときにどうするのかという

問題もあるし、課題はいくつかあるかなと思って

おります。

Ｐ） 若者の支持についてお話がありましたので、

ちょっと論旨がずれてしまうかもしれないのです

が、実は去年の 月にこんな紙面を読売新聞が出

しました。「支持年代 若者がトップ」という見出

しの記事で、内閣支持率は若者が高いのだという、

先ほど菅原先生が取り上げた記事に近いものを出

しております。

実際、（紙面の記事の）右側にあるグラフを見

ていくと、 歳代、 歳代の自民党支持率が上

がってきたという結果があって、これを出したわ

けですけれども、今回事前に資料をいただいて、

絶対得票率ではそうなっていないじゃないかとい

うご指摘をいただきましたので、私も調べてみま

した。

Ｐ） これは 年衆院選の出口調査での年代

別の自民党へ投票した人の割合と年代別の投票率

を掛け算したものです。先生がおっしゃったとお

り、若者は低くて、年齢が上がるほど割合が少し

ずつ高くなっていくという傾向が見られました。

回だけではわからないので、もう少し計算し

てみました。さかのぼって見ていきますと―

Ｐ） これが 年です。縦軸の縮尺はエクセ

ルが自動的に決めた縮尺になっているので注意し

てください。同じく若者が低くて、右肩上がりに

なっています。

Ｐ） これが 年。 。 。 。 。

。 。 。 。 。 。 年

です。気づいた方がいるかもしれませんが、もう

一回時間を進めて見ていきますと、だんだんフラ

ットに（年代差が小さく）なっていくのがわかる

かなと思います。

ですので、もちろん先生のおっしゃるとおり、

若者の自民党投票率は低目ではあるのですけれど

も、昔と比べればより自民を選ぶようになってい

るということが分かりました。

Ｐ） これが 年の立憲民主党です。これは

結構勾配がきつくなっていて、立憲民主党は若者

にはあまり選ばれていないという結果になってい

ます。同じようにさかのぼっていきます。

Ｐ） 年。 年。ここから少し形が変わ

ってきます。 年。政権交代したときですね。
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すので、先ほどの選挙調査の話みたいに、状況証

拠をいろいろ積み上げていくしかないと思ってい

ます。例えば母集団に属しているほとんど全ての

人がその調査に選ばれる確率をほんのわずかでも

持っているというのが一番重要だと思っていて、

これは郵送調査にしても成り立つし、電話調査に

しても、ほとんどの人が携帯電話もしくは固定電

話を持っているので、満たしているのではないか

と思っています。その上で、回答者の集団がゆが

まない程度には調査への協力があればいいのかな

と思っています。

Ｐ） 今回問われているのは電話調査が中心かも

しれないのですが、これは、 年 月に行っ

た郵送調査の結果です。 ， 人が対象で、回

答率が高く（ ％）、 ， 人が答えてくれまし

た。

このグラフは、横軸が回収率、縦軸が内閣支持

率です。最終的には ％でした。この点一つ一

つは、受け取りの 日目、 日目、 日目を表し

ていて、これを見ますと、回収率が ％を過ぎ

た段階で回答が安定してきます。 ± あたりを

動いているわけですけれども、回収率 ％から

先に行ったときに急激に落ちるかもしれないとい

う指摘もできなくもないのですが、それほど極端

に変わらないと思っています。

Ｐ） 同じく、これは同じ調査をやったときの自

民党支持率です。最後のところでちょっとずつ下

がってはきています。これは無党派の割合で、返

送時期が遅くなるほど政治に関心がない人が少し

多めに答えているかなという傾向は見られますが、

では（ ％からさらに回答を得られたとして）結

果が極端に変わるのかといったら、それほど動か

ないであろうと思います。

電話調査の場合は、 日間、 日間でやってし

まうので、このようなグラフはつくれないのです

が、電話調査に関しても、ファーストコンタクト、

セカンドコンタクト、 回目、 回目とどんどん

電話をかけていって、調査に答えてくれにくい人

の回答がどんどん入ってくる過程で、中間集計を

何回もやっていますが、数字はそんなに動かない

ということが分かっています。今回の 月の調査

でも、内閣支持率は最終的には ％だったので

すけれども、初めの中間集計から± ポイント以

内に入っていました。そういう意味では、内閣支

持率とか政党支持率などについては大体全体像を

捉えることができているのかなと思っております。

次に投票率の問題ですけれども、投票率が調査

で高目に出るということを材料に「世論調査の回

答者は有権者全体の縮図になっていない」と指摘

するのはちょっと決め手に欠くのではないかと思

っております。それは前半で飯田先生が触れたよ

うに、ソーシャル・デザイアビリティ・バイアス

があると思うのです。 年に大阪大の松林先

生が、明推協やＪＥＳ、東大・朝日調査など

ぐらいの選挙調査をまとめて調べて、「投票に行

った」と答えた人の割合を調べたのですけれども、

やはり全ての調査において実際の投票率より高か

ったという結果が出ていて、さらに、調査の回答

率とどのような関係があるのだというところまで

分析されていて、回答率が ％下がると投票率が

約 ． ポイント上がるという分析結果だったと

思います。そして、その松林先生の研究では、回

答率が投票率の誤差の全てを説明するわけではな

くて、大体 割ぐらいしか説明していないと。そ

れ以外については社会的望ましさ（ソーシャル・

デザイアビリティ）によるバイアスではないかと

結論づけていました。

Ｐ） これが直近にやりました、さっき菅原先生

も少し触れていたかもしれませんが、参院選の直
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と、それは確かに不十分だと思うし、ユーザー側

が世論調査を振り回していっぱい記事を書いたり

伝えてきているということもありました。先輩が

「社説で世論を使うな」と言っていましたけれど

も、社説を書く人なんかは世論調査をすぐ使いた

がる。で、「国民はこう思っている」と言うのだ

けれども、そこまで言っていいのかなと冷や冷や

しながら見ていたことも結構あります。その辺は

メディアとしてどうコントロールしていくのかと

いう問題があるとは思います。

時々考えるのですけれども、定例の世論調査、

調査は「世論」という言葉を外したらいいん

じゃないかと個人的には考えることもあります。

「内閣支持率調査」とか「 政治意識調査」な

どとして、「世論」という言葉を外してみる。今

は胸を張って世論調査ですと言えるのは郵送調査

ぐらいと思っているところです。そうはいっても、

を捨ててしまうのはもったいないデータだと

思いますし、内閣支持率も 調査の安定性をベ

ースに時系列を追うことはまだできると思います。

そこのところをうまく使いつつ、もっと説明を尽

くしていくのと、さらなる調査の向上に努めてい

くしかないと思っているところです。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

もう時間が来ているのですが、もし再反論があ

れば一言。

○菅原 本当は論点 についてもう少しご意見し

ていただければ楽しかったのですが、世論調査担

当者の公式見解的なものが多くやや残念なところ

もあります。ただ、こういう論点を共有しながら

将来に向けて改善していただけるのであれば、自

分としてはそこまで悲観的ではなく、有意義なパ

ネルになったのではないかなと思います。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

こちらのミスで大変恐縮ですけれども、時間が

あってやっていることなので、皆さんからのご意

見やご議論が聞けたらいいのですけれども、この

辺で閉じさせていただきたいと思います。もうち

ょっと時間をとるべきでした。反省しています。

失礼しました。

これで一応第 部は終わりますけれども、引き

続いて、懇親会の会場、ぜひともそちらのほうに

移ってこの議論の続きをできればと思っています。

皆さん、本日はどうもありがとうございました。

皆様に拍手をお願いいたします。（拍手）
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年。 年。 年。 年。 年。

年。このような形になりました。

Ｐ） まとめて比較してみるとこうなります。

年と 年の、野党の政党は変わってしま

いましたが、自民と民主党系の結果はこうなる。

つまり、自民については、高齢層のほうが自民に

投票してはいるものの、今のほうがより若者は自

民を選ぶようになっていて、民主党、立憲民主党

については逆の傾向があって、若者に選ばれない

政党になっているというのが今回調べてわかった

ことです。

Ｐ） 今までの議論は投票者だけに限った話でし

たので、これは郵送調査の結果から有権者全体と

歳～ 歳について比較したものですが、やは

り自民党は全体と大体近いのですが、野党につい

ては低い、支持なしが高いという傾向は変わらな

かったということです。以上です。

○松本（総合司会） では、お待たせしました。

大隈さん、反論を。

○大隈 さっきのお二方、それから菅原先生と、

事実関係については、要するに世論調査の結果は

世論なのかということに関して、いろいろお示し

いただいたファクトに関しては異論はございませ

ん。ただ、それをもとにした判決の部分で若干前

お二方とは違うかなというのは、ちょっと先生寄

りでして、私の個人的な考え方としては、世論調

査の結果は世論か、世論ではないと考えておりま

す。

例え話になるのですけれども、世論とは何か、

これは、鈴木さんもおっしゃられたことですけれ

ども、非常に哲学的な問いだなと思っていて、ず

っといろいろな哲学的な問いとか、自然科学でい

うと、宇宙とは何かというのを人類はずっと考え

てきたわけですけれども、もとにしてきたのは観

測手段であって、もともと肉眼で見ていた、それ

からガリレオが望遠鏡を発明した、それから望遠

鏡のサイズがどんどん大きくなって、今、電波望

遠鏡を使うようになったといったときに、その

時々で科学者に対して発せられる「宇宙とは何か」

というものに対して、科学者は、これが宇宙であ

ると説明してきた。ということでいうと、専門家

が一般の人に対して説明する場合は、我々もこれ

が世論であると言わざるを得ないと似ているので

すけれども、では本人たちはどう考えてきたか。

科学者なんかでいうと、電波望遠鏡でかなり詳細

な宇宙の地図まででき上がっているのですけれど

も、これが宇宙の全てかというと、科学者はそう

考えていない。こんなものではまだ全然宇宙の全

容はつかめていないし、今後も全容をつかむため

に努力していくつもりだと。そういったことでい

うと、科学者よろしく世論を追求しているのがこ

こに座っている我々だとすると、我々は一方の口

で「報道で発表しているものは世論です」と言い

ながら、私はどう考えているかというと、私が出

した調査結果は、こんなものは世論ではないと思

っております。いつか本当の世論をつかむために

ということで今後もやっていきますし、ここにお

られる方々も含めて我々は日々技術開発、技術進

歩を続けて、そこに近づいていくというふうにま

とめさせていただこうかなと考えております。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

では、堀江さん。

○堀江 論点が多岐にわたるので、幾つかポイン

トを絞って申し上げると、これは私の個人的な考

えですが、世論は何かといったら、測定されたも

のが世論ですというのが私たちの立場です。です

ので、観測されたもの、測定されたデータを世論

と呼ぶしかないという立場です。では、それがち

ゃんと代表性、縮図性を備えているかと言われた

ら、胸を張ってちゃんと整っているとは言えない

状況だと思います。むしろ、はっきりゆがんでい

るという状況だと思います。

では何で使い続けるのかといったら、ゆがみ方

が一定だからということですね。つまり、時系列

の変化だけは最低限追えるというところから今も

使っている。あとは、お金の問題とか、スピード

の問題とか、そういったこともあります。ですの

で、特に固定電話の 調査が非常に大きな問題

を抱えているということは先生のご指摘のとおり

で、本当に注意して使わないといけないなという

のはよく思っています。その点について、ゆがみ

に関して私たちがきちっと説明してきたかという
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ると説明してきた。ということでいうと、専門家

が一般の人に対して説明する場合は、我々もこれ

が世論であると言わざるを得ないと似ているので

すけれども、では本人たちはどう考えてきたか。

科学者なんかでいうと、電波望遠鏡でかなり詳細

な宇宙の地図まででき上がっているのですけれど

も、これが宇宙の全てかというと、科学者はそう

考えていない。こんなものではまだ全然宇宙の全

容はつかめていないし、今後も全容をつかむため

に努力していくつもりだと。そういったことでい

うと、科学者よろしく世論を追求しているのがこ

こに座っている我々だとすると、我々は一方の口

で「報道で発表しているものは世論です」と言い

ながら、私はどう考えているかというと、私が出

した調査結果は、こんなものは世論ではないと思

っております。いつか本当の世論をつかむために

ということで今後もやっていきますし、ここにお

られる方々も含めて我々は日々技術開発、技術進

歩を続けて、そこに近づいていくというふうにま

とめさせていただこうかなと考えております。

○松本（総合司会） ありがとうございます。

では、堀江さん。

○堀江 論点が多岐にわたるので、幾つかポイン

トを絞って申し上げると、これは私の個人的な考

えですが、世論は何かといったら、測定されたも

のが世論ですというのが私たちの立場です。です

ので、観測されたもの、測定されたデータを世論

と呼ぶしかないという立場です。では、それがち

ゃんと代表性、縮図性を備えているかと言われた

ら、胸を張ってちゃんと整っているとは言えない

状況だと思います。むしろ、はっきりゆがんでい

るという状況だと思います。

では何で使い続けるのかといったら、ゆがみ方

が一定だからということですね。つまり、時系列

の変化だけは最低限追えるというところから今も

使っている。あとは、お金の問題とか、スピード

の問題とか、そういったこともあります。ですの

で、特に固定電話の 調査が非常に大きな問題

を抱えているということは先生のご指摘のとおり

で、本当に注意して使わないといけないなという

のはよく思っています。その点について、ゆがみ

に関して私たちがきちっと説明してきたかという
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〔資料〕

「さいたま市民の政治・選挙に関する意識調査 」結果

 
解題

・調査の概要

埼玉大学社会調査研究センターでは、「さいたま

市民の政治・選挙に関する意識調査」を 年

月に実施した。本年は、 月に統一地方選挙が実

施されたことから、さいたま市選挙管理委員会と

の共同調査として、さいたま市議選の投票行動の

追跡質問を中心に調査票を構成した。

調査対象は、さいたま市の有権者名簿から各区

の有権者数に比例する形で抽出した 人、調

査方法は郵送法を採用している。有効回答者数は

人 回収率 であった。「さいたま市民政治

意識調査」は今回で 回目、毎年の定例となって

から 年目に相当する。わけても、定例以降の回

収率が一貫して 台を保っていることで、継続

質問の結果に関する推移の客観性が担保されてい

る。回答を返送してくださった、さいたま市民の

みなさまに、ひたすら感謝申し上げる次第である

調査票と単純集計結果、および、クロス集計表は

後掲 。

平成 年 月 日に執行された、さいた

ま市議会議員選挙の投票率は と、同市議選

の最低を更新する値であった。さいたま市議選の

投 票 率は 、 → →

→ と下降の一途をたど

っている。今回の年齢別の投票率は、下の〔図 〕

の通りである。 歳選挙権導入後初めての市議選

における 代、すなわち 歳・ 歳の投票率は

で全体平均を下回った。若年層では、 代

が と全年代中最低である。中高年層の投票

率に目を転ずると、 代と 歳以上との間の相

違が顕著である。

〔図 〕

・調査結果の概要

先ず、 の「投票した・しなかった」質問に対

する「投票した」比率をみると、 を示しており、

実際の投票率である よりも ポイントほ

ど高くなっている 本誌 頁 以下同様 。調査に

おける『投票率 「投票した」比率 』が実際の投

票率を上回ることについては、調査で「投票した

か、しなかった」と問われたとき、対象者が「投

票しなかった」とは答えにくいという傾向、言い

換えるならば、投票しなかった人がつい「投票し

た」と答えてしまう社会的望ましさ

バイアスの付随することが指摘さ

れてきた。しかしながら、われわれの調査は、調

査員と回答者とが で相対する面接

法や、 で対応する電話法とは異な

り、対象者自らが回答を記入する自記式の郵送法

を採用している。回答者のプライバシーが守られ

る自記式調査については、調査員が介在する他記

式調査に比べ、ホンネ・ベースの回答が確保され、

結果の信憑性が高いことが立証されている。もち

ろん、調査の回収率が に留まることの限界は

避けがたく、いわゆる暗数部分に相当する非回

答・未回答バイアスが存在することは否めない。

埼玉大学社会調査研究センターとさいたま市選

挙管理委員会は、 年 月に実施された、さい

たま市長選挙 同市長選の投票率は と最低

を記録した の後にも、有権者の投票行動に関する

追跡調査を共同で実施しており、 年調査では

年前の市長選時と同一の質問を数多く採用して

いる。以下、今回の調査結果について、 年調査

の結果と比較しながら概観していきたい 頁～

頁のクロス集計表も併せて参照されたい 。

年調査結果の詳細は、『政策と調査』第 号、

に掲載されている。

先ず、 の「国や地方の政治への関心度」につ

いては、「非常にある」と「ある程度ある」の合計

が → に、「全くない」と「あ

まりない」の合計は → へと推

移し、関心の低下傾向がうかがわれる。

で「投票した」と回答した人に「当日投票」

か「期日前投票」かを聞いた結果は、「当日」が
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